
 －35－ 

平 成 ３ ０ 年 

 

赤平市議会第４回定例会会議録（第２日） 

 

                         １２月１３日（火曜日）午前１０時００分 開 議 

                                    午後 ２時３３分 散 会 

 

 〇議事日程（第３号） 

  日程第 １ 会議録署名議員の指名      

  日程第 ２ 諸般の報告           

  日程第 ３ 一般質問            

        １．木 村   恵 議員    

        ２．五十嵐 美 知 議員    

        ３．御家瀬   遵 議員    

        ４．伊 藤 新 一 議員    

        ５．向 井 義 擴 議員 

 

 〇本日の会議に付した事件 

  日程第 １ 会議録署名議員の指名      

  日程第 ２ 諸般の報告           

  日程第 ３ 一般質問 

 

順序 
議 席  
番 号 

氏   名 件      名 

 

 １ 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 

 

 

 

 

 

 

 

木村  恵 

 

 

 

 

 

 

 

１．福祉灯油について 

２．防災について 

３．学校給食について 

４．赤平市しごと・ひと 

  ・まち創生総合戦略 

  について 

５．水道事業について 

 

 ２ 

 

 

 

 

 

 ２ 

 

 

 

 

 

五十嵐美知  

 

 

 

 

 

１．子育て支援について 

２．災害時における対応 

  について 

３．学校教育について 

 

 

 

順序 
議 席  
番 号 

氏   名 件      名 

 

 ３ 

 

 

 

 

 

 ８ 

 

 

 

 

 

御家瀬 遵 

 

 

 

 

 

１．第６次赤平市総合計 

  画について 

２．赤平市しごと・ひと 

  ・まち創生総合戦略 

  事業について 

 

 ４ 

 

 

 

 

 

 ７ 

 

 

 

 

 

伊藤 新一 

 

 

 

 

 

１．高齢者対策について 

２．交通手段の確保につ 

  いて 

３．人口減少対策につい 

  て 

 

 ５ 

 

 

 

 

 ６ 

 

 

 

 

向井 義擴  

 

 

 

 

１．財政運営について 

２．幼児教育の無償化 

  について 

 

 

 〇出席議員  ８名 

        １番  木 村   恵 君 

        ２番  五十嵐 美 知 君 

        ４番  竹 村 恵 一 君 

        ５番  若 山 武 信 君 

        ６番  向 井 義 擴 君 

        ７番  伊 藤 新 一 君 

        ８番  御家瀬   遵 君 

        ９番  北 市   勲 君 

 

 〇欠席議員  ０名 

 



 －36－ 

 

 〇欠  員  ２名 

 

 〇説 明 員 

  市      長  菊 島 好 孝 君 

  教育委員会教育長  多 田   豊 君 

  監 査 委 員  早 坂 忠 一 君 
 
  選挙管理委員会            
            壽 崎 光 吉 君 
  委 員 長            
 
  農業委員会会長  中 村 英 昭 君 
                       
  副 市 長  伊 藤 嘉 悦 君 
 

  総 務 課 長  熊 谷   敦 君 

  企 画 課 長  畠 山   渉 君 

  財 政 課 長  尾 堂 裕 之 君 

  税 務 課 長  田 村 裕 明 君 

  市 民 生 活 課 長  町 田 秀 一 君 

  社 会 福 祉 課 長  野 呂 道 洋 君 

  介護健康推進課長  千 葉   睦 君 

  商工労政観光課長  林   伸 樹 君 

  農 政 課 長  若 狹   正 君 

  建 設 課 長  高 橋 雅 明 君 

  上 下 水 道 課 長  杉 本 悌 志 君 

  会 計 管 理 者  蒲 原 英 二 君 
 
  あかびら市立病院            
            永 川 郁 郎 君 
  事 務 長            
                       
  教 育 学校教育            
            大 橋   一 君 
  委員会 課  長 
 
      社会教育            
   〃        伊 藤 寿 雄 君 
      課  長            
                       
  監 査 事 務 局 長  中 西 智 彦 君 
                       
  選挙管理委員会            
            梶   哲 也 君 
  事 務 局 長            
                       
  農 業 委 員 会            
            若 狹   正 君 
  事 務 局 長            

 

 〇本会議事務従事者 

  議 会 事務局長  井 波 雅 彦 君 
 
      総務議事            
   〃        安 原 敬 二 君 
      係  長            
 

      総  務            
   〃        野 呂 律 子 君 
      議 事 係            



 －37－ 

（午前１０時００分 開 議） 

〇議長（北市勲君） これより、本日の会議を開き

ます。 

                       

〇議長（北市勲君） 日程第１ 会議録署名議員の

指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第85条の規定によ

り、議長において、４番竹村議員、５番若山議員を

指名いたします。 

                       

〇議長（北市勲君） 日程第２ 諸般の報告であり

ます。 

 事務局長に報告させます。事務局長。 

〇議会事務局長（井波雅彦君） 報告いたします。 

 本日の議事日程につきましては、第２号のとおり

であります。 

 次に、議員の出欠席の状況ですが、本日は全員出

席であります。 

 以上で報告を終わります。 

                       

〇議長（北市勲君） 日程第３ これより一般質問

を行います。 

 順次発言を許します。 

 質問順序１、１、福祉灯油について、２、防災に

ついて、３、学校給食について、４、赤平市しごと

・ひと・まち創生総合戦略について、５、水道事業

について、議席番号１番、木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 質問に入ります。 

 件名の１、福祉灯油について、項目の１、過去の

実施の経緯について質問をします。要旨の１です。

日本共産党北海道委員会は、11月１日、北海道知事

に対し、地域づくり総合交付金の予算の増額を行い、

福祉灯油を実施する市町村に対しさらなる財政支援

を行うことを初め、ブラックアウトで被害を受けた

農業生産者の燃油負担の軽減、また被災者への特別

支援策など６点を燃油価格の高騰対策を求める緊急

要望として提出をしました。10月後半から灯油価格

はリッター当たり100円を超えて推移しており、本

格的な冬を迎える北海道では所得の少ない世帯にと

って大きな負担となっています。赤平市でも過去に

福祉灯油の実績があったと思いますが、その経緯を

お伺いします。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 福祉灯油の過去の

実施の経緯についてお答えさせていただきます。 

 福祉灯油につきましては、低所得者の方に対しま

して、冬期間を迎え灯油が高騰し、必要不可欠な消

費支出への支援を行い、経済的負担を軽減するため

に行っており、その都度年度限りで、近年では高齢

者世帯等冬期生活支援事業として平成20年度、25年

度、26年度と実施しております。福祉灯油の過去の

実施の経緯につきましては、その都度灯油価格の高

騰の程度、灯油価格が上昇傾向にあるかどうかなど

実施の協議をし、判断しております。 

 本年度につきましては、福祉灯油がここ数年と比

較し、急激な高騰とはなっておらず、また上昇傾向

ではないことから、現段階では実施を行う状況にな

いと判断しております。しかしながら、今後とも灯

油価格の高騰、上昇傾向などの状況を見きわめ、検

討を行ってまいりますので、ご理解いただきますよ

うよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 過去直近で３回あ

るということです。答弁にあったように、20年、25

年、26年です。いずれも補正予算対応となっていま

す。その都度という言葉が多かったと思いますが、

平成20年９月議会では２名の議員が引き続き福祉

灯油を実施するよう求めている議事録を読みまし

た。議事録を読みますと、北海道の地域政策総合補

助金の高齢者等冬の生活支援事業の補助を受けて行

ったというふうにありました。いずれの年も、答弁

にあったとおり、燃油価格の動向を見きわめてから、

その都度、その都度実施を決めたというプロセスに

なっていました。 

 12月５日付の北海道新聞空知版には、赤平市は今

年度見送りと、実施はしないと掲載されている記事
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を見ました。一旦検討はしたが、今冬は助成が不要

と判断。担当者の一人は、12月以降価格が下がる見

通しがあるので、実施しない方針に切りかえたと述

べている。こうありました。今の答弁は、おおむね

報道のとおりだったと思いますが、違うところは今

後燃油価格が高騰した場合は検討も行うということ

だったと思います。 

 私は、今後仮に燃油価格が高騰した場合はもちろ

んですけれども、100円台を推移している今実施を

検討すべきであると提案したいと思いますが、いか

がですか。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 先ほど答弁させて

いただきましたが、実施するかどうか検討を行った

ところですが、本年度につきましては灯油価格がこ

こ数年と比較し、急激な高騰とはなっておらず、ま

た上昇傾向でないことから、現段階では実施を行う

状況にないと判断しておりますが、今後とも灯油価

格の高騰、上昇傾向などの状況を見きわめ、検討を

行ってまいりますので、ご理解いただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 実施しないと、検

討するということなのですけれども、石油輸出国機

構は原油価格の下落を防ぐために2019年も原油協

調減産を継続するということを正式に決定したとい

う報道もありました。燃油価格がこのまま下がって

いく保証というのはどこにもありません。そして、

燃油価格の動向を見きわめてから対応していくとい

う考え方にも、市民からすれば明確な安心感を抱け

ないということになると思います。１リットル当た

り100円というのはここ数年でいえば高くないとい

うような答弁だったと思いますが、この５年間、貧

困ラインというものが下がり続けております。今急

騰していなくとも、生活への負担は大変大きいもの

ではないかというふうに考えます。実施すべきでは

ないかというふうに思います。その都度の対応では

なく、制度的なものがやはり必要なのではないかと

いうふうに私は考えますので、次の質問でやりたい

と思います。 

 項目の２です。条例、要綱の必要性について、要

旨の１です。日高町では、１リットル当たり100円

を超えたときに50リットルの福祉灯油を給付券で

支給する要綱があります。美唄市では、灯油価格の

高騰に関係なく冬場の生活支援として行っていると

いうことで、社会福祉協議会と協働により毎年実施

をしております。2014年度市町村福祉灯油の実施状

況では、道内176自治体中162自治体が実施をしてお

ります。赤平市も実施した年です。条例や要綱のあ

る自治体、緊急的に行っている自治体、また灯油券

だけでなく、オール電化世帯に対応したりなど、形

式はさまざまあると思いますが、先ほど言ったよう

に制度化されていれば、市民の方々は冬の生活に対

して少しでも安心ができると、安心感が増すという

ことになると思います。この条例や要綱の必要性に

ついての考えをまずお伺いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 条例、要綱の必要

性についてお答えさせていただきます。 

 当市におきましては、福祉灯油は高齢者世帯等冬

期生活支援事業として実施の判断をし、年度限りの

要綱にて実施しているのが現状であります。低所得

者の方にとって灯油価格の上昇は大きな負担となり

ますことから、全道の各市町村がそれぞれの実施方

法により実施している状況や北海道の補助制度であ

る地域づくり総合交付金の活用や要綱の年度限りの

運用の見直し、要綱等の必要性、実施方法などを研

究してまいりますので、ご理解いただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 年度限りで実施し

ているというところがやっぱり問題で、その都度い

ろいろな作業が煩雑にもなりますし、当然市民の方

もやるのか、やらないのかということになるのかな

と思うのです。必要性についても研究していくとい

うご答弁ですが、そうなると期待は薄いと言わざる
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を得ません。 

 赤平市では過去に3,000円、5,000円とその都度、

その都度助成額を決めて、対象世帯をその都度出し、

補正予算で対応しています。今言った平成26年の例

でいうと、非課税世帯で70歳以上の高齢者、重度心

身障がい者のいずれかがいる世帯、ひとり親世帯を

対象に１世帯当たり5,000円のまごころ商品券を交

付、まごころ商品券だったから恐らく道の補助は受

けなかったのではないかと思いますが、対象世帯は

そのとき1,350世帯でした。議事録にそのようにあり

ました。 

 これが毎年仮に行うようにするのであれば、条例

や要綱などで定めて、当初予算でまず見積もるとい

うことも可能だと思います。世帯数も毎年度になり

ますので、調査ということもそれほど大きな作業に

ならないというふうに考えます。本来はこの形をと

って、本当に困っている方、必要としている方に助

成できるような仕組みを考えていくことが私は理想

だと思います。一方で、ほかの自治体で行っている

ように、灯油価格の変動に合わせて自動で発動する

仕組みの場合だとしても、燃油価格の見通しといっ

た曖昧な根拠がなく対応できるということから、制

度として定めているほうが市民生活の安心にはつな

がるのではないかと思います。 

 どちらの形にせよ、より市民生活が安心して送れ

るように、ぜひ条例、要綱などの策定の作業をして

いただきたいと提案したいと思いますけれども、い

かがですか。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 先ほども答弁させ

ていただきましたが、恒久的な要綱の必要性や助成

対象世帯、助成額、助成方法など研究してまいりた

いと思いますので、ご理解いただきますようよろし

くお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 恒久的な制度も含

めということですけれども、やはり研究をしていく

と。これは、政策的な判断にもなろうかと思います。

先ほども言いましたが、安倍政権のこの５年間で格

差が拡大して、貧困が悪化をしています。大企業や

富裕層の利益が大きくふえる一方で、実質賃金は年

額16万円も低下し、家計消費は22万円も落ち込みま

した。生活保護世帯の冬季加算、これも2015年に削

減されたままになっています。まず国政の転換は当

然必要ですけれども、赤平市においても本当に困っ

ている方、必要としている方に助成する仕組みを考

えて、冬場の生活の安全、これを保障していく必要

があると思います。福祉灯油の制度化、政策的な判

断になると思いますけれども、ぜひ実施のほうを強

く望みたいということを申し上げます。 

 次の質問に移ります。件名の２です。防災につい

てお伺いします。項目１、防災行政無線についてお

伺いします。要旨の１です。近年大雨や台風、地震

など自然災害が北海道でも猛威を振るっています。

ある大学准教授は、日本は災害の時代に突入したと

言える。自治体の災害対策の充実は火急の課題だが、

言うはやすし、行うはかたしの状況にあると警鐘を

鳴らしております。理由は、自治体の財政難や職員

削減などの状況からくるマンパワー不足だというこ

とです。自助、共助、公助とよく言いますが、公助

の限界が明らかになる中で、自助、共助の強化が必

要になってきています。 

 議会報告会、意見交換会や住民懇談会などにおい

ても市民の方々から防災、災害対策に関しての質問

や意見、要望が毎回出ている状況からも、市民の方

々の防災意識の高まり、これは高くなってきている

と思います。公助の対策改善、それとあわせて市民

の方々の防災意識、これが自発的に持続するように

努めていかなければいけないと思います。災害時あ

るいは災害が予測される場合に、最初の情報伝達、

これは携帯電話やスマートフォンなどのメール情

報、Ｊアラートなどとあわせて防災無線ということ

になります。 

 そこで、今年度調査行われていますけれども、防

災行政無線についてどのような状況なのかお伺いを

したいと思います。 
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〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 防災行政無線についてお

答えをさせていただきます。 

 ことしは１月から３月の暴風雪警報や大雪警報に

始まり、低気圧の発達による前線を伴った大雨、台

風の29号までの発生や北海道胆振東部地震が発生

するなど、さまざまな自然災害に見舞われた１年で

ありました。また、市民の防災に対する意識も高く、

出前講座や避難所運営に係る机上訓練などで防災に

対する啓発を行う機会や地域住民が防災について自

主的に学ぶ機会が多かった年でもありました。 

 防災行政無線についてでございますが、現在契約

が済み、受託業者も決定し、基本設計が進んでいる

状況ですが、検討する形式には従来からの屋外スピ

ーカータイプの防災行政無線や戸別受信機タイプ、

ポケベルの電波を利用した戸別受信機タイプなど、

さまざまなタイプが存在しており、それを比較検討

するための基本設計となっております。この基本設

計では、さきにご紹介した形式などを本市の地形や

地域性に合った形で比較検討できるよう、全体の概

算費用も含め作業を進めているところであり、また

Ｊアラートとの連携も前提としているところであり

ます。 

 基本設計は２月中旬が業務委託期限ではございま

すが、ある程度整備の方向性が決まった段階で町内

会連合会にご相談をさせていただき、防災行政無線

の形式を決定し、平成31年度の実施設計、平成32年

度の防災行政無線整備に向けて事業を進めてまいり

たいと考えておりますので、ご理解いただきたくお

願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 スピーカータイプ

か戸別受信タイプというところもこれから比較検討

ということでした。ある程度整備の方向性が決まっ

た段階で町内会連合会とも相談するということでし

たけれども、今12月です。基本設計の業務委託期限

が２月中旬ということになりますが、防災行政無線

の実施設計は主要事業ということになると思いま

す。そうなると３月の来年度の骨格予算に間に合う

のかということになると思うのです。その前に町内

会連合会の方々と相談できるスケジュールになって

いるのか伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 委託期限につきましては

２月中旬ではありますが、協議ができる段階で町内

会連合会とご相談をさせていただき、実施設計委託

費については当初予算での計上を考えております。

また、実施設計においても詳細な部分を含めご相談

をさせていただき、本市の状況に適した防災無線を

整備してまいりたいと考えておりますので、ご理解

いただきたくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 当初予算で計上す

る予定ということですので、やはり１月、２月しか

ないと、しかも２月中旬には委託の期限が終わると

いうことなので、ほぼでき上がるのかなというふう

に思うのですが、ちょっと厳しいスケジュールにな

っていると思いますけれども、町内会連合会との意

見交換はやっていくということだと思います。しっ

かりと行っていただきたい。 

 概算費用等も大事な要因だと思うのですけれど

も、胆振東部地震の際に起こったブラックアウト、

大規模停電で、やはり市からの災害情報が入らずに

困ったという声は多数に上ったというふうに思いま

す。また、単位町内会や、場合によってはエリアサ

ポーターの方たちなんかも災害対応の最前線になっ

てくるのではないかというふうに思います。ある町

内会では、そういった組織のもとに前回対応したと

いうことも聞いております。しっかりと意見交換し

て、実効性のある防災行政無線にしていっていただ

きたいというふうに思います。 

 あと、10月に昭和地区エリアサポーターで防災対

策係の講演を行っていたと思います。出前講座とい

う形になるかと思いますが、こういったものも大変

好評だったと聞いております。ぜひこういった活動

も広く普及をしていただきたいというふうに思いま
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す。また、滝川ではコミュニティＦＭの強靱化とい

うのを、国のメニューを使っているのかもしれませ

んけれども、そういったこともやっております。広

域消防でもありますので、ぜひそういったところで

も協力をいただけるのかどうか調査もしていただき

たいということを要望して、この質問は終わります。 

 次の質問に移ります。項目の２です。避難所等の

変更について、要旨の１です。広報12月号には住民

懇談会での質問や意見が掲載をされております。そ

の中に、避難所がどこかわからない、周知してほし

いという意見がありました。市では昨年ハザードマ

ップを全戸配布していますので、いま一度ご確認を

お願いしますという回答が載っていました。例えば

福祉避難所である愛真ホームの住所、これは大きく

立地が変更になりました。指定避難所の赤平中学校

の住所、指定緊急避難場所の旧平岸小学校グラウン

ドなど、変更の周知がされていないのではないかと

思います。そのような中で、なぜハザードマップの

確認を促すような答弁になったのかをお伺いしたい

と思います。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 避難所等の変更について

お答えをさせていただきます。 

 昨年８月の赤平市防災マップの発行にあわせ、市

内の避難所及び避難場所の見直しを行い、指定緊急

避難場所、指定避難所として各23カ所指定し、北海

道及び国に届け出を行ったところでございます。そ

れに伴い、赤平市総合防災訓練や出前講座等で赤平

市防災マップの概要説明や自分の住まわれている地

域の避難場所や避難所の確認のお願い、また市広報

紙やホームページで啓発活動は随時行ってまいりま

したが、浸透していない部分もあるのが現状でござ

います。 

 避難所等の変更につきましては、赤平中学校の住

所変更については広報あかびら９月号でお知らせさ

せていただいているところですが、そのほかの避難

場所等の名称の変更などについてはお知らせをして

いない状況でございます。また、赤平市防災マップ

は、更新時期の関係もあり、避難所の住所や場所が

変更になった場合すぐに反映できずに、ご不便をお

かけしている状況ではありますが、修正箇所の周知

につきましては早い段階で住所や名称を再確認でき

るよう資料の配付をするべく、作業を進めていると

ころでございます。今後の赤平市防災マップの更新

につきましては、近年の災害の状況を鑑み、更新サ

イクルを３年程度と考えており、次回更新時には現

在の防災マップの作成時の問題点を踏まえ、作成手

法等について検討してまいりたいと考えております

ので、ご理解いただきたく、お願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 私この住民懇談会

へ行っていないので、本当にその確認をされていな

いのか、変更が知らされていないという意味なのか

わからないので、避難所等の変更をしっかりやって

いるのであれば、周知をしているのであれば、こう

いった答えでも理解できると思うのですけれども、

今の答弁ですと中学校の住所変更以外はお知らせし

ていないということですので、まずそこはしっかり

と意識をしていただきたいというふうに思います。 

 一方、市民の方々の防災意識が高まっているから

こそ、いま一度浸透していない避難所の確認を促す

ということは理解はできます。もちろん全戸配布の

防災マップ全てを避難所の変更のたびに逐一更新す

るということはできませんので、更新のサイクル、

今３年程度と申されましたけれども、手法などとい

うのは検討しながら進めていっていただきたいとい

うふうに思います。愛真ホームの住所変更もお知ら

せがまだされていないということになると思うので

すが、建てかえ後の愛真ホームについても以前と同

様福祉避難所として協力いただける体制になってい

るのかお伺いをします。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 愛真ホームについてでご

ざいますが、平成29年４月１日に社会福祉法人赤平

友愛会と福祉避難所に係る協定を締結しており、協

定に基づき、愛真ホームの移転後も継続してご協力
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をいただけることとなっておりますので、ご理解い

ただきたくお願いを申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 協定どおり継続し

て協力してもらえるということです。なぜ聞くかと

いうと、胆振東部地震では札幌市で福祉避難所の公

表がされていなくて、必要としている方々が使えな

いという事態が起こっていました。赤平市は、福祉

避難所をハザードマップにも明記しています。です

ので、その点はしっかり評価されると思います。た

だ、本当に災害のときに実際に利用できるのかどう

かというのは、やはりふだんから確認、点検が必要

なのではないかと思いますので、そこはしっかりし

ていただきたい。実際の災害時に困らないように、

ふだんからの連携の強化、協力、確認をしていてい

ただきたいというふうに思います。 

 次の質問に移ります。件名の３です。学校給食に

ついて、項目の１、学校給食の無償化についてお伺

いをします。要旨の１です。文部科学省の2017年の

調査結果によりますと、北海道では小学校、中学校

ともに無償化を実施している自治体は15あります。

小学校のみが１、一部無償化あるいは一部補助をし

ている自治体が43あるとされています。全体で33.0

％の自治体が取り組んでいるということです。全国

的には、無償化をしている自治体の93.4％は町村で、

特に人口１万人未満の自治体が73.7％を占めていま

す。また、小学校は児童数400人未満が65.8％、中

学校は生徒数200人未満が68.4％となっています。

市と町村の違いはありますが、赤平市の実態も限り

なく近い状態にあるのではないかというふうに考え

ます。学校給食の無償化について、まず考えをお伺

いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） お答えいたします。 

 空知管内の自治体の状況としましては、北竜町及

び浦臼町が給食費の完全無償化を行っており、秩父

別町などが一部負担を行っております。本市におき

ましては、赤平市子ども・子育て支援計画の施策に

基づき、平成29年度が１食当たり約10円、本年度が

１食当たり約20円の食材費を市費で負担しており、

給食費の値上げは行わず、栄養価の基準を確保した

給食を子供たちに提供しております。また、本市に

限ったことではありませんが、教育委員会において

は準要保護世帯に認定された場合には就学援助制度

において給食費が免除されているところでありま

す。 

 そこで、学校給食の無償化についての考えについ

てでありますが、本市は児童数400人未満、生徒数

200人未満の自治体であり、保護者の方からも無償

化を望む声が聞こえてきているところではあります

が、平成29年度決算の給食費収入は約3,100万円、

平成30年度予算もほぼ同額であり、給食費の完全無

償化を図るには相当な市費負担が必要となりますこ

とから、今後慎重に協議検討を行ってまいりますの

で、ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 先ほど示したよう

な状況ではあるけれども、完全無償化には相当な市

費負担が必要だということです。約3,100万円という

ことでした。保護者の方からも要望の声はあるとい

うふうに答弁されています。確かに児童数、生徒数

が今よりもさらに減れば負担も少なくなり、可能と

なるのだろうけれども、今は難しい、そう考えざる

を得ないというのは、財政的に判断するとそうなる

のかとも思います。しかし、先ほど示した調査結果

を見ますと、北海道でいえば開始年度が平成25年は

１件、27年度が６件、28年度が５件、29年度が３件

というふうになっています。今答弁にあった北竜町、

浦臼町は28年度の開始です。これは、明らかに総合

戦略施策として人口減少対策で広がっている取り組

みではないかということがわかると思います。慎重

に協議検討というふうに結ばれましたが、人口減少

対策という観点から無償化、これを改めて提案した

いと思いますが、いかがですか。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） お答えいたします。 
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 確かに人口減少対策として給食費の完全無償化を

実施している自治体が多いと思われるところであり

ますが、本市の財政状況を考えますと、すぐに給食

費を完全無償化にするということは困難と思われま

す。先ほどの答弁の繰り返しとなってしまいますが、

今後市関係部署と慎重に協議検討を行ってまいりま

すので、ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 人口減少対策でや

っているというのは認めると、でも慎重に協議して

いくと。やはり生徒数が減ればやるかもしれないと

いうことにつながってくるのかなと。それでは意味

ないと思うのですよね、人口減少対策なので。すぐ

には無償化は困難ということなのですけれども、慎

重に協議していくというのは、言いかえればやらな

いと、しばらくはやらないということではないかと

いうふうに私は思うのです。当然これも一つの政策

的判断にはなってくると思います。 

 しつこく言いたくないのですけれども、先ほど答

弁にあったのですけれども、赤平市子ども・子育て

支援計画に基づいて市が負担をしているということ

だったと思いますが、赤平市子ども・子育て支援計

画は平成31年度までの計画となっています。無償化

のこともあるのですけれども、計画に基づき市が負

担をしているということですので、日本共産党は消

費税増税には反対をしておりますが、仮に来年度消

費税が上がっても給食費の値上げは当然ないという

ことになると思いますが、それ確認できますか。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） お答えいたします。 

 来年度につきましても、値上げする考えは今のと

ころございません。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 今考えはないとい

うことでありました。計画に基づきやっていて、一

部負担をしているのだということが言われているの

ですから、31年度、消費税が上がったとしてもこれ

は値上げはないのだろうというふうに思います。 

 そして、準要保護世帯の免除についても先ほど言

及ありましたが、先ほども言いましたように、貧困

ラインというのが下がり続けている状況なのです。

低所得世帯でもラインが下がると外れてしまうとい

う方も出てくると思います。そういったことから、

次期子ども・子育て支援計画、総合計画、総合戦略

においては、半額助成あるいは一部助成なども含め

て、できることからでもぜひ実施していただきたい

ということを最後に強く要望したいというふうに思

います。 

 次の質問に移ります。件名の４です。赤平市しご

と・ひと・まち創生総合戦略についてお伺いをして

いきます。総合戦略は、平成31年度、来年度までの

期間となっています。４つの基本目標から成り、進

んでいるものは当然として、そうでないものが今の

段階にきてもなお存在します。若い世代の施策、高

齢者の施策から今回２つ取り上げて質問しますが、

次期見直しの際には今まで私が質問をしていたよう

なこともぜひ、赤平に足りない部分だと思いますの

で、しっかりと取り組んでいただきたいということ

を申し上げたいと思います。 

 項目の１です。児童福祉施設整備計画について、

要旨の１です。認定こども園について11月20日に行

政常任委員会において進捗状況が報告されました。

赤間小学校改築案と旧中央中学校の跡新築案、この

２つに絞られておりました。私は、このどちらの案

も今の赤平の現状ではベストな選択肢にはなり得な

いのではないかというふうに指摘をしました。理由

は、既にこの計画は大きくおくれてしまった結果、

タイミングを逃してしまったと思えるということ、

そして小学校統合後という既存の流れから抜け出せ

なかった時点で状況的にも財源的にも選択肢が限ら

れてしまい、現在に至ったと思えるからです。それ

でも子ども・子育て会議で最終的に12月中に決定す

るということでしたので、計画にはどのように明記

されることになったのかお伺いをしたいと思いま

す。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 
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〇社会福祉課長（野呂道洋君） 児童福祉施設整備

計画において認定こども園の設置場所は12月中に

決定することとなっていたが、どのようになってい

るかとのご質問についてお答えさせていただきま

す。 

 児童福祉施設整備計画につきましては、第５次赤

平市総合計画を上位計画としつつ、子ども・子育て

支援計画や公共施設等総合管理計画など関連計画と

整合性を図り、策定することとしております。その

基本的な考えのもと、同計画の策定作業を行ってお

り、また認定こども園に関しましては既存施設の有

効活用や子育て世代の定住促進等も検討材料にし、

子ども・子育て会議や市内部組織による認定こども

園に関する検討会で開設場所等につきましては５案

を提示し、それをたたき台として協議を重ねてまい

りました。子ども・子育て会議では、５案のうち、

閉校後の赤間小学校を改修する案のＡ案と旧赤平中

央中学校を解体し、新築し、開設する案のＥ案の２

案に絞られましたが、決定するまでには至りません

でした。 

 市といたしましても、現状一定程度の保育士の確

保ができ、現在待機児童はいないこと、またＡ案は

閉校後の改修となり、認定こども園の開設は平成35

年度としていること、Ｅ案につきましても平成36年

度としていることなど、また来年10月からの予定の

幼児教育の無償化による幼稚園、保育所利用時の動

向などを見きわめなくてはならないと考えておりま

す。児童福祉施設整備計画は年内に策定いたします

が、認定こども園の開設場所、開設時期につきまし

ては明記する予定としておりましたが、このような

状況の変化もあり、当市にとって最良の選択は何か、

市の財政に与える影響など再考し、熟慮した結果、

Ａ案とＥ案を併記した児童福祉施設整備計画を策定

し、施設定員などの基本方針や開設までの事業スケ

ジュールなどを検討する認定こども園開設に係る基

本計画において認定こども園の開設場所、開設時期

につきましては決定する方針でありますので、ご理

解いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 35年か36年になる

けれども、熟慮した結果、２つの案を両方のせると

いうことです。私も選べないだろうと言ったので、

ある程度仕方ないという考えもありますが、会議で

も結果決めると言ったのが決まらなかったというこ

とで、意見が分かれたのかなというふうに推測もさ

れます。子ども・子育て支援計画では、平成27年度

に実施時期や具体的方法を決定すると明記をされて

います。公共施設等総合管理計画では、小学校統合

後に赤間小学校を活用となっていました。つまりＡ

案にせよＥ案にせよ、認定こども園に限って言えば、

何もしなかったとまでは当然言わないですけれど

も、結果として平成28年４月の時点からは何も進ま

なかったということになると思います。 

 この間私は、統合小学校併設案も提案をしてきま

した。面積が足りないとか、小学校統合計画が進ん

でいるからとか、そういった感じで、まともに議論

されたのかなと疑いたくなるような理由でできない

というふうに言われました。ランニングコスト等を

考えれば、もっと真剣にこれは考えるべきだったの

ではないかということは強く指摘をしておきたいと

思います。 

 そこで、公約の一つでもある認定こども園、しご

と・ひと・まち創生総合戦略でも若い世代のための

施策としては本当に目玉的な政策だと思います。こ

の時期において、明確な方針さえ結果示せなくなっ

たということになると私は思います。その原因を市

長はどう考えているのかお伺いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） ただいまのご質問にお答え

をさせていただきます。 

 認定こども園につきましては、１期４年のうちで

実現できなかったということにつきましては大変申

しわけなく思っております。達成できなかった認定

こども園につきましては、次期市政を担わせていた

だくことになったならば、実現をしてまいりたいと

いうふうに現在思っております。 
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〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 原因が何かという

質問なのですけれども、１期４年でできなかったこ

とは申しわけないというふうに率直に謝罪をされて

いるのだと思います。次期もしなればということで

した。新聞でも見ましたけれども、先日市長が早期

に認定こども園を実現したいという意気込みを述べ

られたというのが記事にあったというふうに私も思

っています。ただ、ここで謝られても正直どうにも

ならないのだろうというふうに私思うのです。 

 原因は何だったのかということなのですけれど

も、責任は謝罪されたので自分にあるということな

のだろうと思いますけれども、私は認定こども園の

問題については、まずは待機児童の解消のために早

期に認定こども園をつくるという議会答弁、こうい

うのがあったがために論点がずれたというか、引き

延ばしの答弁があったために、もともとこの因果関

係のなかった２つが、待機児童解消と認定こども園

がイコールになって、ただ計画をせかすような議論

に陥ってしまったというのが原因の一つにあると思

うのです。そして、所管は言わないと思いますけれ

ども、担当課の人事異動が大幅に行われたと、しか

も２年連続と。こういったことも少なからず影響が

あると思います。このことは、今謝罪をされました

が、間違いなく、紛れもなく菊島市長が引き起こし

たことだということは私は言わなければならないと

いうふうに思います。 

 保護者の観点でいえば、保育士確保、保育の質の

向上というものが何より望まれている、求められて

いるということは、これはアンケートを見ても自由

記載欄のところなどからよくわかります。認定こど

も園は、逆にそれほど必要とされていないというこ

ともアンケートから見てとれます。むしろ若い世代

の方から市の財政が不安だという声まで出ていまし

た。このアンケートをしっかり検証していただきた

い。今後の施設の計画に関しては、このアンケート

をしっかりと反映させた上で、人口の推移や、イニ

シャルコストやランニングコストといいますか、財

政的な見通しというのをしっかり落とし込んだもの

にする必要があると。私は、もうここまでおくれて

しまった今、求められてもいないので、それほど急

ぐことはないのではないかなというふうに考えま

す。市民理解が得られるようにしていただきたいと

いうふうに思います。 

 次の質問に移ります。要旨の２です。子育て支援

センターについてなのですけれども、さきの委員会

では、こども園ができた場合は新築なら併設、これ

はＥ案です。改築なら現在の文京保育所にというこ

とになっておりました。ここもちょっとわからない

のですけれども、いずれにしてもこれは先ほど述べ

られたように35年、36年ということですし、今後ど

うなるかわからないのだろうというふうに思いま

す。 

 そこで、来年度どうするのかということです。現

在はコミセン別館に１年間限定で移転がされていま

す。当初の不安は、保護者の方々の理解も得られた

し、いろいろな補強もしましたので、現在は解消さ

れていると考えますが、予定どおり文京保育所に戻

すのか、あるいは現在の場所で継続するのかお伺い

をしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 子育て支援センタ

ーは、来年度文京保育所に戻すのか、あるいは現在

の場所で継続するかとのご質問にお答えさせていた

だきます。 

 子育て支援センターにつきましては、本年度文京

保育所のゼロ歳児及び１歳児の入所希望児童を全て

受け入れる措置として、子育て支援センターを利用

されている保護者の方のご理解をいただき、赤平市

コミュニティセンター別館２階、多目的ホールに移

転し、事業を行っているところでございます。子育

て支援センターにつきましては、平成31年度は文京

保育所に戻す予定としておりましたが、来年度文京

保育所に入所希望の児童数が平成30年度入所児童

数とおおむね同程度の見込みとなりますことから、

引き続き現在の場所で継続して事業を行う予定とし
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ておりますので、ご理解いただきますようよろしく

お願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 児童数が同程度な

ので、来年も引き続き行う予定だということでした。

１年限りとなっていたけれども、引き続き今の場所

で行うと。計画の変更ということになるのだと思う

のですけれども、仮に来年度の文京保育所の入所希

望者が少なかったとしても、私はあまりまた戻した

りという選択はしないほうがいいなというふうに思

っています。認定こども園の話ももう先のこととな

ったと考えますと、その場しのぎの対応というので

はなく、しっかりと先を見据えて今の場所でやり続

けるということも一つの選択なのではないかなと。

保護者の方々が今の場所のほうがいいという意見が

あるのであれば、やっぱりそこを尊重する必要があ

るのだというふうに思います。今回は先を見据えた

判断ということになるのか、来年たまたま同程度の

数だからというのが理由だとするとちょっと疑問も

ありますけれども、一番は保護者の方々に不安を与

えないようなやり方を優先して早目に対応するとい

うことが大事なのだというふうに思うのです。 

 コミセン別館に関しては、管理は総務課になって

いると思うのですけれども、それで間違いないです

か。総務課ではそういった協議を社会福祉課として

いるのか、その辺どうでしょうか。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） コミセン別館につきまし

ては、今議員言われたとおり総務課のほうで管理し

ております。社会福祉課との協議でございますが、

今ほど社会福祉課長がご説明したとおり、そのよう

な事情のことから、来年もということについては了

解をしたところでございます。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 しっかりと協議し

た上で決められたということだというふうに確認が

とれました。先を見据えた判断、今回はそのように

判断できたというふうに思いますので、しっかりと

行っていっていただきたいと、運営していっていた

だきたいというふうに思います。 

 次の質問に移ります。項目の２です。おためし暮

らしについてということです。要旨の１です。私は、

移住、定住につながり、あきも少ない状況が続いて

いたおためし暮らし住宅の拡充、これをすべきでは

ないかということを提案してまいりました。その都

度検討しているという答弁がされてきております。

一方で、最近は観光目的の利用がふえてきている、

多くなってきているので、移住、定住につながって

いないということを理由に同じような施策をやめる

自治体も出てきているという報道がありました。９

月議会終わってからホームページ見ましたところ、

10月18日付で、おためし暮らし住宅の住宅募集とい

うのをやっているのを見ました。期間は11月１日か

ら12月10日までとなっていました。やっと行われた

のかなというふうに私思いましたけれども、結果は

どうだったのか、まずお伺いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 移住、定住の促進を図る

ため、市外の方に赤平での暮らしを実際に体験して

いただくための赤平おためし暮らしを継続しており

ます。この住宅でございますけれども、現在市街地

の集合住宅の１戸でございますが、空き家住宅や市

有住宅の活用を含めまして住宅戸数の拡充をするべ

く、ことしの８月から９月にかけまして募集をした

ところでございます。しかしながら、おためし暮ら

し住宅として適切な物件の応募がなく、再度11月か

ら12月にかけまして２回目の募集を行ったところ

でございます。２回目の募集を行いましたけれども、

適切な物件の応募がないという結果になっておりま

して、戸建て住宅でのおためし暮らし住宅の確保は

難しいというふうに考えております。 

 また、議員ご指摘にございましたけれども、観光

目的のご利用というおためし暮らし住宅本来の目的

ではないというご利用もあるのではないかというふ

うに考えておりますけれども、今後におきましては

そのようなことも踏まえまして、住宅戸数の拡充等
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につきましては慎重に検討してまいりたいと考えて

おります。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 私が見たのは２回

目ということです。８月、９月にも行っていたと、

大変失礼しました。 

 しかし、結果は、残念ながら適切な物件が２回と

もなかったという結果です。戸数の拡充については

慎重に検討していくということでわかりますけれど

も、答弁の中に赤平市においても本来の目的ではな

い利用もあるのではないかと考えているとありまし

た。現在のおためし暮らしの住宅の今年度の利用状

況などから、継続の可否について今現在どういうふ

うに考えたらいいのかお伺いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） おためし暮らしの継続に

係る考え方でございますが、今年度の途中でござい

ますけれども、利用状況は合計６組14人、平均滞在

日数は24日間、延べですと104日間のご利用をいた

だいたところであります。また、経済効果でござい

ますけれども、消費総額は145万8,000円余りでござ

いまして、赤平市までの往復の交通費を除いた赤平

市内での消費総額は93万6,000円余りでございます

から、自炊の食費、外食、日用品など、一定の市内

における経済効果はあったというふうに考えており

ます。 

 本来の目的ではないご利用もあるのかもしれませ

んが、赤平市内の経済効果ですとか、滞在いただい

た方がお住まいになっている全国各地での宣伝効果

などを考えますと、おためし暮らしを継続しながら、

住宅戸数の拡充もあわせて検討していければという

ふうに考えております。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 赤平でも滞在され

ている間消費も100万ぐらいある。九十何万円とい

うことでしたけれども、経済効果も若干あるのでは

ないかということだと思うのです。私も、札幌近郊

などとは違って、赤平市は訪れてもらって、今言っ

たようにＳＮＳで拡散してもらうとか、地元に帰っ

て話題にしてもらうとか、そして今言ったように赤

平で消費をしてもらえるということを考えると、や

めるという選択肢はないのではないのかなというふ

うに思っております。高齢者の方がリタイア後に赤

平にそういうのを経験して住んでもらえるようにと

いうことで始まっている施策です。総合戦略におい

ては高齢者の施策がなかなか進んでいないという現

状もありますので、こういったものはぜひ活用の仕

方考えてやっていただきたいというふうに考えま

す。 

 戸数の拡充については、空き家対策にもつながる

のではないかということで多少期待もあったのです

けれども、今回簡単ではないということがわかった

と思います。ただ、空き家のほうもこれから進むと

いうことですので、そういったところと協議検討を

重ねて、諦めずに続けていただきたいというふうに

思います。いずれにしても、総合戦略の評価という

のがもうじき報告をされてくると思います。次期戦

略においての方針、最終年度への方針というものに

もしっかり反映させて強化していっていただきたい

というふうに思います。 

 次の質問に移ります。件名の５です。水道事業に

ついてお伺いします。項目の１、民営化、広域化に

ついて、要旨の１です。第197回臨時国会、これが

10日に閉会しました。国会終盤に改定入管法が強行

される陰で、改定漁業法とともに改定水道法が可決

成立されました。改定水道法は、民営化、広域化を

進める内容となっており、海外の民営化の失敗、再

公営化から学ぶこともなく、災害時の対応などにも

不安が残る内容だったと私は考えます。また、広域

化についても、ダム開発による負担の押しつけや広

域水道による簡易水道などの自己水源の廃止につな

がるおそれもあると指摘をされていましたが、まと

もに答弁もされておりません。疑問点が山積みにな

った。積み残された状態のまま採決されたのではな

いかというふうに思います。 

 日本共産党は、災害に強い自己水源を生かした地
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域分散型の水道事業があるべき姿だと主張しており

ます。確かに北海道は過疎化が進み、民間のなり手

が手を挙げるというのはなかなか難しいというふう

にも思いますが、広域化については考える必要もあ

るのではないかと思います。しかし、やはり土地が

広過ぎるということもありますし、課題も大きいの

ではないかというふうに思います。国の全国一律の

考え、法律では、ますます取り残されて北海道の過

疎化が進んでいくのではないかというふうに私は思

います。 

 そこで、まず赤平市の水道法に対する水道民営化、

広域化についての考えをお伺いしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 上下水道課長。 

〇上下水道課長（杉本悌志君） 赤平市の水道事業

は、昭和28年の事業創設以来、平成８年までに８度

の拡張事業を行っており、現在における事業認可は

計画給水人口１万9,000人、計画給水量は１日9,000

トンで、現在人口は減少傾向が続いていることによ

り、現状とは大きな乖離が生じている状況でありま

す。このような中、水道法改正による民営化、広域

化の促進への検討でありますが、北海道環境生活部

主導による滝川保健所管内水道事業者の勉強会を行

っているところであります。この勉強会は、現在の

ところ各水道事業者の現状、問題点等を把握、検討

しており、赤平市においては見えてきた課題を整理

しているところであります。また、今年度は、より

具体的な方向性を見出すべき将来計画に必須となる

アセットマネジメントに係る固定資産台帳整備の発

注を行っており、今後に向けた作業を始めたところ

であります。 

 水道事業の運営権を民間に売却し、コンセッショ

ン方式による民営化につきましては、国内での事例

がないことから本市では困難と考えておりますが、

今後は情報収集に努めてまいります。また、広域化、

または単独での事業継続につきましては、固定資産

台帳整備の成果をもとに水道事業の計画、アセット

マネジメント、経営戦略を作成し、慎重に方向性を

決めてまいりたいと考えておりますので、ご理解賜

りますようよろしくお願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 事業認可の規模と

現状が乖離している状況だったということです。人

口でいえば、平成４年が約１万9,000人ですから、今

は１万200人余りということで、給水量も約半分く

らいになるのかというふうにも思います。維持して

いくことが本当に大変なのだということがわかると

思います。こういった状態のために、それを改善す

るための改定水道法だったはずなのです。ただ、全

く違うようなものになってしまったというふうに私

思いますので、非常に残念だなというふうに思いま

す。 

 答弁では、民営化については困難と考えられるが、

情報収集をしていくというふうに言われていまし

た。先ほど言ったように、手を挙げる民間というの

はなかなか出てこない状況だと私は思います。そし

て、広域化については慎重に方向性を決めていくと

いうことであります。私は民営化には明確に反対で

すけれども、いずれにしても今の答弁から現時点で

はどちらも考える状況にないという状態だというこ

とが読み取れます。公共事業におけるアセットマネ

ジメントというのは、地方自治体が住民から信託さ

れた税金を適切かつ効率的に使用して公共サービス

の充実を図ることを目的にしている。これから、広

域化に限ったことではないというふうに私は考えま

す。まずは、その効果、問題箇所の早期発見、適切

な対応、不要な施設の選定、住民ニーズに合わせた

投資など、単独での水道事業についてしっかりと課

題を把握していっていただきたいというふうに思い

ます。 

 最後の質問に移ります。項目の２です。他の水源

利用について、要旨の１を伺います。近年ダム開発

は事業費がどんどん、どんどん膨れ上がり、無駄な

公共事業の代名詞的な存在になっています。落札価

格から設計変更を繰り返し、膨大な額になるケース

もあります。一方、既にあるダムを有効活用すると

いうことができるのであれば、知恵を出し合って活
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用するのも必要ではないかというふうに考えます。 

 そこで、エルムダムは畑地かんがい用水のための

利用とされておりますが、用途変更をして赤平市の

水道事業に利用できないか、考えをお伺いしたいと

思います。 

〇議長（北市勲君） 農政課長。 

〇農政課長（若狹正君） 他の水源利用についてお

答えさせていただきます。 

 当市にあるエルムダムは、イルムケップ山の麓に

あり、赤間の沢川の上流に昭和53年より国営かんが

い排水事業として着手され、赤平市、滝川市、深川

市、芦別市の畑地などの生産性の向上と農業経営の

安定化を図るため開発され、平成12年に供用開始さ

れました。 

 議員からご質問ありました用途変更して水道事業

に利用できないのかということについてであります

が、有効利用の観点から水道利用への用途変更は可

能かと考えられます。しかしながら、水道事業を行

うとすると新たな浄水施設の建設、市街地までの距

離約12キロメートルの水道管の布設など設備投資

に膨大な予算が必要となります。また、エルムダム

は、各市で畑作、ハウス栽培、肥培などの用途に利

用され、作付面積での消費水量や降水量などの算出

によりダムの貯水量が決定され、現在のエルムダム

の規模となっています。このことから考えると、水

道事業に利用するにはダムの貯水量不足が懸念され

るところであります。また、エルムダムは国の財産

であり、４市で管理していることから、それぞれの

理解や同意が必要となってきます。 

 最後になりますが、当市の人口も減少している状

況と事業投資額をあわせ、利用者との費用対効果を

考えると、水道事業への利用は困難と思われますの

で、ご理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 木村議員。 

〇１番（木村恵君） 〔登壇〕 過去にもこの議論

があったということを伺っております。今まで赤平

市においてこのダム有効活用されていないのではな

いかなというふうに私は思っているのです。答弁で

は、用途変更は可能と考えているが、新たな浄水施

設や12キロに及ぶ水道管の布設。確かにこれだけで

も数十億というお金がかかるのは想像ができます。

赤平市全域の水道事業に利用するとしても、その貯

水量が問題だということでした。さらに、４市で管

理しているから、同意を得られるかどうかもわから

ないと。翻ってこういったことが私が先ほど申し上

げましたようにダム開発の問題だと思うのです。そ

ういうことになるのだと思うのです。 

 だから、過去の選択は正しかったのかと。この時

期、つくられた時期に北海道ではこのほかにも同じ

ようなダムが建設されたという話も聞いておりま

す。しっかり検証しなければいけないとは思います

が、現在実際にあるわけですから、先ほど言ったよ

うに有効活用されていないというこの状況を未来永

劫放置するわけにはいかないのだと思うのです。何

らかの利用に向けた協議というのをしなければいけ

ない。それすらできない状況なのかと。断られるだ

ろうから、同意されないからということではないと

思うのです。近くに例えばエルム高原温泉ゆったり

などの施設もあります。そういった施設で活用でき

ないだろうかと。できない理由というのは挙げれば

幾らでも挙がってきますが、そういった活用方法を

考えて協議していくことも大切だということを最後

に申し上げて、質問を終わります。 

〇議長（北市勲君） 暫時休憩いたします。 

（午前１１時０６分 休 憩） 

                       

（午前１１時１５分 再 開） 

〇議長（北市勲君） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。 

 質問順序２、１、子育て支援について、２、災害

時における対応について、３、学校教育について、

議席番号２番、五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 通告に従いま

して一般質問をさせていただきますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 件名１、子育て支援について、項目１、児童福祉
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施設整備計画について、要旨の１に示していますよ

うに、認定こども園の設置時期や場所について年内

をめどに整備計画に明記するとのこれまでの答弁で

ありましたが、11月20日、行政常任委員会の報告で

は、設置場所として５つの案では、Ａ案は小学校統

合後の赤間小学校活用、Ｂ案は赤間小学校一部活用

及び文京保育所活用、Ｃ案は赤平幼稚園活用型、Ｄ

案は赤平幼稚園一部活用及び文京保育所活用型、Ｅ

案は認定こども園新築の５案を示されたようであり

ますが、プロジェクトチームで検討された結果、最

終的にＡ案、Ｅ案の２案に絞られ、11月28日の子ど

も・子育て会議の開催では、会議メンバー12名中11

名の出席いただいたと伺っており、メンバーの皆さ

んには何度もお忙しい中を会議にご出席いただいた

ことに対して謝意を述べたいと思います。 

 その中で、11名の皆さんの意見はどうであったの

でしょうか、まずは伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 子ども・子育て会

議での委員からのご意見がどのようであったか、ま

た児童福祉施設整備計画で児童館、児童センター、

屋内遊戯施設の考えは示されるのかについてお答え

させていただきます。 

 児童福祉施設整備計画につきましては、第５次赤

平市総合計画を上位計画としつつ、子ども・子育て

支援計画や公共施設等総合計画など関連計画と整合

性を図り、策定することとしております。その基本

的な考えのもと、同計画の策定作業を行っており、

また認定こども園に関しましては既存施設の有効活

用や子育て世代の定住促進等も検討材料にし、子ど

も・子育て会議や市関係者によるプロジェクトチー

ムである認定こども園に関する検討会で開設場所等

につきましては５案を提示し、それをたたき台とし

て協議を重ねてまいりました。子ども・子育て会議

では、５案のうち、閉校後の赤間小学校改修プラン

のＡ案と旧赤平中央中学校を解体し、新築し、開設

する案のＥ案の２案に絞られましたが、決定するま

でには至りませんでした。 

 11月28日の子ども・子育て会議は、委員12名中11

名のご出席をいただき、ご欠席された委員からもご

意見をいただいており、ご協議していただいたとこ

ろです。ご意見につきましては、Ａ案とＥ案を比較

しながら、開設場所、開設時期、認定こども園とし

て使用できる期間、開設に係る事業費などの観点で

ご意見を伺ったところ、主な意見として、Ａ案では、

小学校、中学校に近く、よい。20年程度利用し、そ

の後児童数に応じた認定こども園の検討をしてはど

うか。Ｅ案より事業費が格段低く、財政に与える影

響が少ないので、よいなどの意見がありました。Ｅ

案では、近隣に市立病院や商業施設があり、中心市

街地で利便性が高く、建設コスト削減のため複合施

設も検討してはどうかという意見がありました。ま

た、全体的な公共施設の管理の観点から遊休施設の

増加を心配される委員のご意見もあり、閉校後の赤

間小学校については認定こども園の活用ぐらいしか

考えられないのではないか。一方、旧赤平中央中学

校跡地は中心市街地にあるので、高齢者施設等他の

施設での活用もできるのではないかというご意見も

伺っております。 

 次に、児童福祉施設整備計画におきましての児童

館、児童センター、屋内遊戯施設についての考え方

ですが、統合小学校内に、仮称でありますが、学童

保育室を設置し、放課後児童の居場所づくりや健全

育成事業など計画しておりますことから、児童館、

児童センターにつきましては公共施設等総合管理計

画にも記載しておりますが、保護者のご理解をいた

だきながら原則的に廃止を検討し、屋内遊戯施設に

つきましては既存の施設の活用や施設の複合化など

を検討してまいりますので、ご理解いただきますよ

うよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 １問目の質問

のときに１点、課長今答弁してくれましたけれども、

通告では会議のメンバーの意見を踏まえて、あわせ

て４カ所の児童館と１カ所の児童センターのあり方

や屋内遊戯場の考え方も示されているのか伺いたい
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というところを私自身が漏れていましたので、済み

ませんでした。 

 １回目の皆さんの結果を踏まえて伺おうかと思っ

たのですけれども、前者の答弁もありましたので、

その辺織り込んで聞きたいと思います。児童福祉施

設整備計画の認定こども園に関しては、子ども・子

育て会議の皆さんの意見はＡ案、Ｅ案ともに拮抗し

ている状況がよくわかりました。結果として、前者

の答弁では熟慮の末、２案とも児童福祉施設整備計

画に併記し、策定するということでありますが、現

状どちらの意見を採用したにしても禍根の残る結果

になるわけであります。年内に児童福祉施設整備計

画を策定していくにしても、最終的にどちらかに決

めていかないといけないわけですから、前者の答弁

では認定こども園開設にかかわる基本計画について

決定する方針とのことでありますが、これまでの迷

走ぶりから、今後においてもこのように推移できる

かどうか、本当に不透明な印象を受けざるを得ない

わけであります。 

 市長、一体何をやっているのでしょうか。本当に

残念であります。前者の責任に関しては市長は大変

申しわけないと陳謝もされましたけれども、私は23

年９カ月間、当市の議員としての活動をしてまいり

ましたが、このような結果ということはありません

でしたし、何よりも認定こども園に関しては、少子

化対策の一環として国の施策のもと、前市長のとき

に第５次赤平市総合計画に位置づけられていて、赤

平市子ども・子育て支援計画に盛り込まれているも

のです。菊島市長は、平成27年５月15日の第１回臨

時会においてこれらの計画を検証すると決意を述べ

られております。つまり前市長の政策を引き継いだ

わけです。 

 Ａ案、Ｅ案にしても、開設時期は前者の答弁では

平成35年、36年です。これは、27年の６月の市長の

所信表明の中からです。この中の14ページに、少子

化傾向に歯どめがかからない今日、少子化対策に全

力を挙げる一方で、子供集団の小規模化を回避する

とともに、保育体制の強化を図るため、幼稚園と保

育所を統合した幼保連携型認定こども園の早期設置

を目指し、設置時期にあわせて、効率化された財源

をもとに保育料の無料化を検討してまいりますと。

この保育料の無料化については、国が先行してやる

から。このぐらい今はスピード感を持って人口減少

対策のための少子化対策に取り組まれているので

す。ですから、国としてもスピード感を持って進め

ております。 

 また、児童福祉施設整備計画を策定して具体的内

容を決定するほか、妊娠、出産、子育ての切れ目の

ない支援を行うため、子育て世代包括支援センター

の設置についても検討してまいりますと。これだっ

てできていません。子育て支援はまち全体として応

援する取り組みが必要であり、毎月第４日曜日を家

族の日に制定し、これは子育て条例ができたから、

その中にも盛り込まれております。 

 このように述べましたけれども、早期実施を目指

しているのではなかったのかなと。私は、この点市

長に改めて、本当に早期実施を目指したのではなか

ったのか、市長の思いを聞かせていただきたいなと

思うのですけれども。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） 私も、今議員がおっしゃる

ように、立候補当初そういう気持ちで立起をさせて

いただきましたし、そういうつもりで頑張ってきた

つもりであります。ただ、前木村議員の質問にもご

ざいましたように、この１期４年でなし遂げること

ができなかったということは大変申しわけなく思っ

ているという発言をさせていただきました。今後に

おきましてもその気持ちは変わらない。そして、頑

張っていきたいというふうに考えています。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 なぜ今確認さ

せてもらったかといいますと、27年６月のときの所

信表明において本当に期待したのです。これで進む

なと。なぜ認定こども園なのかといったら、幼稚園、

保育所が一つになって、より高い教育、保育、これ

は今社会の流れなのです。だから、子供たちによい
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環境を保育所、幼稚園の段階から。中学校も統合に

なって新しくなり、小学校もこの先統合になって新

しくなり、子育てに熱いまちというＰＲは必要なの

です。そのために地方創生で赤平市しごと・ひと・

まち創生総合戦略を立てたのではないですか。市長

のときです。ですから、私は期待も高かったのです。

それだけに、大変に残念に思うわけでございます。 

 そして、この優先順位をどのように市長はこれま

で考えてきたのか、どのように思ってきたのか。認

定こども園に対する優先順位をどんなふうに市長自

身捉えてきましたか伺います。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） 認定こども園につきまして

は、小学校の統合後というふうに考えておりました

ので、それは小学校を３校を１校にして統合した後

というふうに考えていたところであります。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 市長、私今優

先順位を聞いたのです。市長はどんなふうに考えて

きたのかと。赤間小学校統合後なら、この１期４年

間でできるわけないではないですか。だから、私は

優先順位をどのように市長は考えてきたのですかと

聞いたのです。わかりますか。ですから、私はなぜ

ここまで聞くかといったら、期待が大きかっただけ

に、市長はせんだって次期市長選にも出馬するとい

う表明されました。ですから、あえて伺いたかった

のです。子ども・子育て会議の皆さんのご意見や、

またプロジェクトチームの意見を参考にしながら、

最終的に判断するのはトップの市長の判断ではない

かと私は思っています。 

 行政主導の施策である以上、市長は認定こども園

の設置にどれほどの決意と情熱を持って取り組まれ

てきたのか、また実施している市町村などの視察な

どをこれまでされてこられたのかどうか伺いたいで

す。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） 私は私なりにいろんな角度

から、何とか認定こども園を早期にということであ

りますし、そういうこと、それからいろんな意見が

ありまして、とにかく子供の保育については保育士

の確保が優先だとか、いろんなことを鑑みながらお

くれてしまったこと、これについては本当に申しわ

けないというふうに思います。でも、今議員おっし

ゃったように、保護者方の思い、待機児童を出さな

いということを優先しながら認定こども園を考えた

場合、こういう結果になってしまったということは

非常に申しわけないというふうに思いますし、今後

もそういうことで市民の皆さんや保護者の方々のご

意見を参考にしながら向かっていきたいというふう

に考えております。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 それでは、社

会福祉課の課長に伺いたいのですけれども、児童福

祉施設整備計画においての児童館、児童センターの

あり方や屋内遊戯場の考え方も整備計画に示してい

けるかについてのお答えについては確認したいので

すけれども、統合小学校に学童保育室を設置して放

課後児童の居場所づくり、健全事業などを計画して

いて、保護者の理解のもと、原則的に廃止していく

ということを、児童館、児童センターについてその

ことも明記していくということでよろしいのです

か。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 児童福祉施設計画

につきましては、年内に策定いたします。認定こど

も園の開設場所、開設時期につきましては明記する

予定としておりましたけれども、先ほどの答弁のと

おり、最良の選択は何か、市の財政に与える影響を

再考し、やっていくということでございます。認定

こども園のほかに児童館、児童センター、屋内遊戯

施設でありますけれども、こちら統合小学校内に、

仮称ではあるけれども、学童保育室を設置しまして、

放課後児童の居場所づくりですとか、健全育成事業

を計画しております。そのことから、児童館、児童

センターにつきましては、先ほど答弁したとおり、

保護者の理解をいただきながら、原則的に廃止を検
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討し、屋内遊戯施設につきましては既存の施設の活

用や施設の複合化などを同計画の中にお示しする予

定としておりますので、ご理解いただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 児童館、児童

センターについては、保護者の理解のもとと言われ

ますけれども、原則的に廃止していくということで

すけれども、保護者の皆さんの理解を得て原則的に

廃止していくということは本当に困難なことです。

これを一緒にあわせて認定こども園と肩を並べてい

ったときには、到底この先無理です。 

 屋内遊戯施設は、既存の施設活用や施設の複合化、

この両方２つ考えられるのですよね、言い方として

は。１つは既存の施設活用にあわせて複合化も検討

するというのか、それとも既存の施設活用と別に施

設の複合化と捉えていいのか、その辺確認したいで

す。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 既存施設の活用と

複合化ということですけれども、こちら認定こども

園が児童福祉施設計画の核になるものですから、Ａ

案、Ｅ案とどちらか決めることによりまして屋内遊

戯施設もそれに影響されるということで、既存施設

を有効利用するか、もしくは施設の複合化を検討す

るということで、どちらかということでありますの

で、ご理解いただきたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 どちらか、何

かすごくわかりづらいのです。いっぱい語ってくれ

るのですけれども、私まとめることの力が弱いのか。

いずれにしても、なかなか容易なことではないなと

いう判断に至ります。これまでいろいろ市長にも伺

ってきましたけれども、結果としては児童福祉施設

整備計画を年内に示すといっても、このような状況

では今後において期待できるものではないなという

ふうに思いますし、ここは一旦とどまって、児童福

祉施設整備計画そのものをしっかりとしたものにし

ていかないといけないのではないかというふうに私

は思いますけれども、この点担当課長、どうですか。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 児童福祉施設計画

につきましては、29年度中に策定するということで

お話ししましたけれども、それが12月中に年内に策

定するということでお話ししておりましたが、市と

しましては一旦児童福祉施設計画を策定いたしまし

て、その後先ほど答弁したとおり、認定こども園に

係る基本計画の中で開設場所、開設時期等詳細を決

定してまいりたいと、そのように考えておりますの

で、ご理解いただきますようよろしくお願いいたし

ます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 認定こども園

にかかわる検討協議会も持つと、会議を持つという

ことですけれども、それはＡ案、Ｅ案含めて進めて

いくのですか、それともその前にどちらかに絞って

いくのですか。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 年内に児童福祉施

設計画を策定いたしまして、その後、認定こども園

に関する検討会でなくて、認定こども園に係る基本

計画をつくってまいると、その中には施設の定員で

すとか、運営方針だとか、そういうものをあわせた

中で認定こども園の開設場所、開設等を明記すると、

決定すると、そういうことでございます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 そしたら、２

つの案を入れ込んで、そこから検討会でやっていく

ということなのですね。 

 私は、ここまでこんなになってきたら、市長、ど

うですか、一旦とどまって考えてみてはいかがでし

ょうか。市長、どんなふうに考えますか、市長の考

えでお願いします。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） 時間的余裕があれば、そう

いうことも含めてもう一度検討してまいりたいとい
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うふうに思います。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 市長、信頼を

なくすことは失望につながっていくのです。 

 最後ですけれども、北海道で有名菓子メーカーと

なりましたトップである社長さんはこのように言っ

ております。従業員の能力を引き出すのがトップの

仕事、さらにトップは孤独に耐えて意思決定をしな

いといけないと言われております。トップとしての

姿勢として大切な言葉と私は思いますけれども、市

長はこの言葉をどのような見解で受けとめますか。

よろしくお願いします。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） 今議員おっしゃったことも

よくわかりますし、私はトップの決断というのは自

分たちの部下や社員、そういう思いを考えながらの

決断だというふうに思います。これからはしっかり

そういうジャッジができるようなトップになってい

きたいというふうに思います。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 トップは、や

っぱり孤独なのです。だけれども、孤独に耐えて決

断していく勇気、それが必要と思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 次、項目２の認定こども園に関するアンケート調

査の自由記載の意見の中から、幼稚園の預かり保育

の保育料のあり方について伺います。預かり保育の

目的に、保護者の要望に応えるため保育時間を延長

して幼稚園教育課程外の預かり保育を実施し、園児

にとってより多くの団体生活及び社会経験の中での

楽しい思い出を与え、園児の人間形成に寄与すると

預かり保育の概要に示されております。すばらしい

内容の目的と感じます。対象者については、赤平幼

稚園に通園していて、両親が共働きやシングルマザ

ーによるものとなっており、費用については月額

4,000円と定められております。毎月月末までに納付

書及び口座引き落としにより納入となっておりま

す。また、おやつ代は１カ月1,000円以内で、保護者

負担として、幼稚園で徴収することになっておりま

す。 

 そこでですが、１回程度の預かり保育利用でも預

かり保育料は同じというのでは、やはり不公平感を

持つのは当然でないかと思います。この点について

昨年同僚議員の質問もありましたけれども、当時の

答弁では日額制に変更することにより待機児童の解

消、あるいは子育て支援につながることも考えられ

ることから、検討したいとございましたので、アン

ケート調査でさらに複数のご意見があったのですか

ら、新年度より速やかに月額から日額への変更に取

り組んではいかがでしょうか。考え方を伺いたいと

思います。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） お答えいたします。 

 国が来年10月１日からの実施を目指しておりま

す幼稚園等の利用料の無償化が実現されますと、３

歳から５歳の全ての子供たちの幼稚園保育料が無償

になるとともに、共働き家庭やシングルで働いてい

る家庭など、保育の必要性の認定事由に該当する子

供の預かり保育料が無償となります。しかしながら、

議員ご指摘のとおり、認定こども園に関するアンケ

ートの調査結果を見ると、預かり保育料の月額制に

よる不公平感を持たれている保護者の方がおられる

ということを認識したところであります。今後にお

きましては、条例改正などの事務手続が必要となり

ますことから、日額制に変更することが可能となる

のは来年度からとなりますが、作業を進めてまいり

たいと考えておりますので、ご理解賜りますようよ

ろしくお願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 国によって来

年10月１日からの実施を目指している幼稚園等の

利用料の無償化として３歳から５歳の全ての子供た

ちが対象となっていくことで、保育の必要性の認定

事由によって該当する子供の預かり保育料が無料と

なるということであります。そういったことを受け

て、国においても少子化対策に取り組んでいる本気
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度を感じます。さらに、答弁にありましたように、

それまでの期間の預かり保育料について不公平感を

持たれないように日額制に変更し、来年度に向けて

作業を進めていくということでありましたので、子

育て支援の一環からもぜひよろしくお願いいたしま

す。 

 項目の３、保育所の現状と今後について伺います。

要旨の１ですが、年末年始の休日は曜日の関係上、

当市保育所の今年度は８連休になり、働きながら子

育てしている方々の環境はより厳しいものになって

いくと思います。民間企業や不規則勤務などで働く

保護者のためにも、現状何か考えられているのか伺

いたいですし、考えられていないのであれば、何ら

かの対策を講じていくべきではないかと思いますの

で、お考えを伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 年末年始の休日の

考え方についてお答えさせていただきます。 

 年末年始の休日につきましては職員の勤務時間及

び休暇に関する条例によりまして、年末年始の休日

は、保育所に関しましては土曜日が勤務日ですので、

12月30日から翌年１月６日までの８日間休日とな

ります。保護者の方の年末年始の休日が保育所の年

末年始の休日と相違していることによるご検討とお

察ししますので、まずは保護者の方のご協力をいた

だき、保護者の方の年末年始の休日の状況など調査

する予定としておりますので、ご理解いただきます

ようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 保護者の年末

年始の休日の状況など調査をする予定とのお答えで

ありましたけれども、いつをめどにどのような調査

を行っていくのか、再度伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 近日中に行いたい

と思っております。調査方法につきましては、現在

のところ父母等の年末年始のそれぞれの日が勤務日

か休日か記入していただく簡単な調査票による調査

を予定しております。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 この年末年始

は間に合わないのだろうというふうに思いますけれ

ども、なぜこれを今回聞いたかといいましたら、そ

ういう意見があったのです。保育所も市と同じ休み

かと、市と同じ休みだと私たちは仕事できないとい

う意見いただいたのです。ですから、そういった意

見も、市としても保育所としてもやっぱり組み込ん

でいかないといけないのではないかなと思います。 

 それで、今調査をしていくということですけれど

も、実は新年度早々４月27日から５月６日まで連休

なのです。それで、唯一平日が５月２日が木曜日で

平日なのです。これまで保育所は土曜日も運営して

いましたから、土曜日の祝日はどうなるのかとか、

この辺も今からカレンダーどおりわかるわけですの

で、どうやったら働く保護者の皆さんを救うことが

できるのか、今から真剣に考えていただきたいなと

いうふうに思います。ですから、今調査するに当た

っても、それまでに間に合うようにしていただきた

いと思いますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 次、要旨２ですけれども、初めに、さきの11月20

日に行われました行政常任委員会で報告された中

で、７月に臨時保育士雇用と10月には１名の途中採

用もされ、休止していた一時保育も実施された報告

も受けましたし、さらに若葉保育所の土曜日を文京

保育所での合同保育で行ってきたことも解消され、

今月から若葉保育所として落ちつきを戻し、土曜日

保育も行うことができたことは、何よりもお子さん、

保護者の皆さん、そして現場の先生におきましても

落ちつきを戻せたのではないかと思います。 

 そこで、新年度において、２カ所の保育所職員体

制は整いつつある中において現在新年度の入所受け

付けもされている中ではありますけれども、途中入

所の希望も含め、待機児童を発生させないための取

り組みは盤石なのでしょうか、伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 
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〇社会福祉課長（野呂道洋君） 新年度において保

育所職員体制と待機児童をさせないための取り組み

についてお答えさせていただきます。 

 現在保育所に関しましては、若葉、文京両保育所

で所長を除き正職員、臨時職員合計26人で114人の

児童を保育しております。平成31年４月からの入所

の受け付けを11月15日から12月14日まで行う予定

としており、12月７日現在、新規で19人の入所を保

護者の方がご検討されておりますことから、既に入

所している児童と合わせて来年４月当初は111人程

度の見込みとなっているところでございます。保育

の必要があり、かつ入所を希望する児童が全て入所

できるよう、引き続き保育士の確保に努めてまいり

ますので、ご理解いただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 保育士確保に

は担当のほうでも本当に頑張ったと私は思っていま

す。今後保育所運営に当たっては、これまでと同じ

く２度同じことが起こることは許されることではな

いと私は思っています。答弁において文京、若葉保

育所の職員体制は、所長を除き正職員と臨時職員で

26人体制で行っているということであります。新年

度の当初は児童数111人程度の見込みとのことです

けれども、途中入所希望とあわせて、発達におくれ

のある子、あるいはゼロ歳、１歳の受け入れなどに

ついては少し心配するか危惧するところでありま

す。全て入所できるように引き続き保育士の確保に

努めるとの答弁でありますけれども、本当にそのよ

うになるのかどうか疑問なのです。どこの市町村も

保育士不足で大変苦慮しております。この点どのよ

うな考えで保育士確保に努められるのでしょうか。

課長、お願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 議員おっしゃいま

すとおり、保育士不足は全国的な問題となっている

ところでございますが、赤平市におきましては正職

員のほか、臨時職員を随時募集しているところでご

ざいます。募集方法といたしましては、保育士養成

高校に出向き、人事担当の方にお願いをいたしまし

たり、広報あかびらへの掲載、またハローワークに

お願いして掲載していただいているところでござい

ますが、今後とも、今当初児童のことを申し上げま

したが、途中で入所する児童もございます。反面退

所する児童もいるということで、昨年度は当初は

112人で、現在114人ということで２人ふえていると

いうことですので、どの程度ふえるかわかりません

が、担当といたしましては先ほど申し上げたとおり、

保育の必要があり、かつ入所を希望する児童が全て

入所できるよう、最大限意を尽くしてまいりますの

で、ご理解いただきますようよろしくお願いいたし

ます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 いろんなこと

の現状は、保育士さん確保してもやめていく方もい

るということで、大変不安定な中での運営だと思う

のです。というのは、今幼稚園１カ所、保育所２カ

所、この３カ所やっているがゆえに、保育所として

は保育士確保に走らないといけない。３つの施設を

運営しているおかげで保育士確保を常にやっていか

なければいけない。それは、職員給与費として経常

経費にはね返っていくという考えも１つにはもとに

はあるわけです。ですから、認定こども園にするこ

とによって一つの施設でしっかりと高い教育、保育

を行っていこうということは子供たちにとってもい

いのではないかという考えからスタートしているの

です。ですから、一刻も猶予ならないのはここの部

分もあるのです。ですから、私は市長の認識として

は、トップであるからこそこういうことも言ってい

かなければならない立場でありますので、ぜひこの

辺も含めて市長、改めて認定こども園に対する強い

思いを市長の思いとして伝えていただきたいと思い

ます。お願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） おっしゃられたように、認

定こども園につきましては私４年で本当に成果を出
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せなかったという部分では反省をしておりますけれ

ども、とにかく今の件につきましても十分に時間を

いただきながら、赤平市にとって、子供たちにとっ

て一番いい方法は何なのかということをしっかりと

検討して前に進んでいきたいというふうに思いま

す。よろしくお願いします。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 市長、このこ

とは27年から始まっているのです。27年、28年にト

ップとしての決断されていれば、ここまでこんなふ

うにならなかったのです。待機児童が出るから認定

こども園だけではないのです。そういうことで、よ

ろしくお願いいたします。 

 次、件名２、災害時における対応について、要旨

の１、災害時用備蓄食品について伺います。防災備

蓄食品は、賞味期限５年としているものが多く、定

期的に入れかえる必要があります。この入れかえに

際して廃棄されることがあるとして、地方公共団体

における災害用備蓄食品の有効活用について、平成

28年１月に内閣府防災担当、消費者庁と消防長及び

環境省の連名で都道府県及び指定都市宛てに通知が

発出されております。既に実施している地方公共団

体の取り組みの事例を示しつつ、災害時用備蓄食品

の更新の際には食品ロスの削減の観点から備蓄食料

の有効活用について検討するよう通知で依頼されて

おります。 

 そこで、要旨１の防災備蓄食品は賞味期限５年と

しているものが多いが、どのような災害を想定して

何人に何食と、さらにどのようなものを用意してい

るのか伺いたいと思います 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 災害時用備蓄食品につい

てお答えをさせていただきます。 

 現在本市における災害時用備蓄食品は、５年保存

のカレーライス、ハヤシライス、25年保存の雑炊の

３種類の食品について備蓄しておりまして、そのほ

かには１年保存の粉ミルク、５年保存の飲料水がご

ざいます。想定災害につきましては、大規模地震を

想定し、2,000人を基準として１日２食、３日でおお

むね１万2,000食、また飲料水は１人１日３リットル

を目安として１万8,000リットル、そのほか粉ミルク

に関しては５缶を備蓄しております。備蓄食品など

については、備蓄用液体ミルクなどのように新しく

備蓄などに便利なものがふえてきており、価格や条

件が合えば粉ミルクからの変更なども検討してまい

りたいと考えておりますが、今後におきましても備

蓄品の計画的な整備に努めてまいりますので、ご理

解いただきたくお願いを申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 ただいまの答

弁では、災害時用備蓄食品は５年保存のカレーライ

ス、ハヤシライス、25年保存の雑炊と１年保存の粉

ミルク、飲用水は５年保存ということで、想定災害

は大規模地震として2,000人を基準としているよう

であり、１人当たり２食を３日で１万2,000食、そし

て飲用水については１人当たり１日３リットルを目

安に１万8,000リットルで、粉ミルクについては５缶

を備蓄していることがわかりました。１人当たり１

日２食、３日で６食は決して充実した備蓄量とは言

えないと思いますが、この点について伺いたいと思

います。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 備蓄食品についてでござ

いますが、３日分を目安としており、必要食数はそ

れぞれの自治体の考え方により設定されております

が、本市においては備蓄を始めた当時に持ち込まれ

るものなども想定し、最低１日２食分の備蓄が必要

との考えから整備を進めたところであります。今後

は、食品の種類も考え、また災害協定を締結してい

る企業の支援も考慮した中で、１人１日３食、３日

間対応可能な備蓄に向けて整備してまいりたいと考

えておりますので、ご理解いただきたくお願い申し

上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 今後もぜひ自

治体の備蓄食品に努めるとともに、大規模地震など
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の災害は３日72時間が勝負と言われておりますの

で、こういったときの備えとしても市民の皆さんに

対しても自助努力として防災意識の啓発活動に積極

的に取り組まれることを望みます。よろしくお願い

いたします。 

 それと、次、要旨２なのですけれども、賞味期限

が近づいた備蓄食品はどのように有効活用されてい

るのか。また、その有効割合を伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 賞味期限が近づいた備蓄

食品の有効活用でございますが、消費期限が近づい

たものから、食品ロスを削減するべく活用しており

まして、具体的には平成28年度の熊本震災被災地へ

の支援物資として備蓄食品を4,320食、飲料水6,720

リットルを被災地に支援しております。そのほか、

赤平市総合防災訓練での炊き出し訓練での活用や出

前講座や講習会、ことし茂尻小学校で行われました

一日防災学校での試食利用などで備蓄食品や飲料水

の提供を行っております。また、本市でことし開催

されましたエルム高原マラニックにおいても飲料水

の提供を行ったところでございます。また、粉ミル

クにつきましても、新しいものを購入した際には備

蓄していたものを市内保育所において活用している

ところでございます。 

 そのようなことから、これまでは廃棄食品はない

状況ではございますが、今後もさまざまな行事等で

の利用によって新たな啓発事業での活用などを検討

し、食品ロスの削減に努めてまいりたいと考えてお

りますので、ご理解いただきたくお願い申し上げま

す。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 ただいまの答

弁で、消費期限近づいたものから食品ロスを削減す

るため活用しているということで理解いたしまし

た。 

 私は総合防災訓練に参加させていただいて、帰り

にカレーライスをいただいてきましたので、早速食

べてみました。お米はアルファ米ですかね、いつも

食べているお米とはちょっと違うなという感じはし

ましたけれども、カレーのルーをかけて一緒に食べ

るとおいしくいただくことができました。ありがと

うございます。 

 なお、粉ミルクの件についてなのですけれども、

本年８月、災害時の備蓄や子育ての負担軽減に活用

できるとして乳児用液体ミルクの製造の規格基準を

定めた改正省令が施行されました。育児ノイローゼ

などに悩む子育て世代にとっても、この乳幼児液体

ミルクの解禁が及ぼす影響は大きいと思っておりま

す。さらに、熊本地震の発生時にはフィンランドか

ら救援物資として液体ミルクが届けられ、西日本豪

雨では東京都より海外からの緊急輸入体制の協定を

生かして岡山県や愛媛県に提供されたと伺っており

ます。液体ミルクについては、国内において製造販

売に至るには一、二年程度かかるようでありますけ

れども、今後の災害時用備蓄食品として当市におい

ても液体ミルクについてご検討の対象とされるよう

望みたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

〇議長（北市勲君） 総務課長。 

〇総務課長（熊谷敦君） 乳児用液体ミルクについ

てございますが、液体のまま長期保存が可能な規格

であり、本年８月に製造の規格基準が定められたこ

とにより国内でも製造が可能となったところで、国

内メーカーでは１社が来年の発売を目指すべく手続

中とのことでございます。現在輸入品が主流であり、

価格も粉ミルクの２倍から３倍とのことでありま

す。乳児用液体ミルクの備蓄につきましては、今後

検討すべき課題として認識をしており、保存期間、

価格、品質などを考慮し、備蓄に向け検討してまい

りたいと考えておりますので、ご理解いただきたく

お願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 理解いたしま

した。よろしくお願いいたします。 

 件名の３、学校教育について伺います。項目の１、

給食費の現状と今後の考えについて伺います。学校

給食費については、平成28年度まで私会計で全て賄
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われ、市費の負担なしでありましたけれども、平成

29年度より公会計により取り組まれておりますが、

平成29年度決算において、保護者が納める給食費の

予算は3,334万4,000円に対し、決算は3,114万9,005

円で、食材を購入するための賄い材料費の予算は

3,460万1,000円に対して決算は3,389万3,108円で

したので、その差額は274万4,103円の赤字でありま

した。要旨１にありますように、食材を購入する賄

い材料費は食品などが値上げ傾向にある中におい

て、平成29年度決算において給食費と賄い材料費と

では赤字という差異が出ておりますが、公会計にお

いての取り組みがされており、今後においてもでき

る限り市費で賄っていくべき課題と思いますけれど

も、お考えを伺いたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） お答えいたします。 

 新聞報道でご存じのとおり、米や野菜、肉類など

食材価格が高騰しているため、空知管内の複数の自

治体が給食費の値上げを決定、または検討している

状況であります。また、本市におきましては、平成

28年度までの給食費は私会計で行っており、値上げ

をせずに賄うことが可能な状況でありましたが、平

成29年度においては食材価格の高騰により給食費

で賄うことが困難な状況となり、給食費の公会計化

を図ったこともあり、市費を投入することで給食費

の値上げを回避したところであります。その結果、

平成29年度においては１食当たり約10円の市費の

上乗せを行ったため、274万4,103円の市の負担が発

生したところであります。なお、本年度におきまし

ても給食費の値上げは行わず、１食当たり約20円の

市費の上乗せを行い、栄養価の基準を確保した給食

を子供たちに提供しております。 

 今後におきましても、議員のご意見と同様に、子

育て支援施策の一環として給食費の値上げによる保

護者負担をふやすことなく、栄養価の基準を下回る

ことのない安心、安全な学校給食の提供に努めてま

いりますので、ご理解賜りますようお願い申し上げ

ます。 

〇議長（北市勲君） 五十嵐議員。 

〇２番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 今の答えにあ

りましたように、給食費を私会計から公会計化を図

ったことから、市費を投入することで給食費の値上

げを回避したということであり、その結果平成29年

度は１食当たり約10円の市費の上乗せをしたこと

によって274万4,103円の市の負担が発生したとい

うことであり、今後におきましても子育て支援の施

策の一環としても給食費の値上げによって保護者負

担をふやすことなく、安心、安全な学校給食の提供

に努めると、そういうお答えでありましたので、す

ぐに値上げに至らない、結びつけない取り組みは評

価をしたいと思いますので、今後においてもどうぞ

よろしくお願いいたします。 

 以上で質問を終わります。 

〇議長（北市勲君） 暫時休憩いたします。 

（午後 ０時０６分 休 憩） 

                       

（午後 １時００分 再 開） 

〇議長（北市勲君） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。 

 質問順序３、１、第６次赤平市総合計画について、

２、赤平市しごと・ひと・まち創生総合戦略事業に

ついて、議席番号８番、御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 通告に基づき、

件名１、第６次赤平市総合計画について以下質問い

たします。 

 おおよそ従来の総合計画策定のプロセスは、庁内

での原案作成から始まり、有識者や団体、住民代表

等から構成される審議会での審議と並行して市政懇

談会等住民参加手続の実施並びに議会での審議と手

順を踏み、この間時々刻々社会経済環境の激変に伴

う新たな行政需要には、計画の見直し等の措置を講

じながら複数年をかけて策定するのが通例とされて

います。現在までのところ、第５次総合計画の最終

年度のしかも年度末を目の前にして、第６次総合計

画策定に向けた動きが見えてきていません。 

 そこで、要旨１、現在までのところ第６次赤平市
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総合計画にかかわる原案作成方法を検討している

か。計画策定にかかわる一連のタイムスケジュール

があれば伺いたい。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 第６次赤平市総合計画に

かかわる原案の着手についてでございますが、現在

第５次赤平市総合計画の最終年度、あわせまして赤

平市しごと・ひと・まち創生総合戦略の推進及び検

証を行っている状況でありまして、その協議過程の

中で第６次総合計画へ生かせるもの、生かせないも

のなど事務レベルでの研究はしておりますが、本格

的な策定業務に着手しているかという部分につきま

しては、まだ未着手という状況であります。 

 また、計画策定にかかわる一連のタイムスケジュ

ールというご質問でございますが、まだスケジュー

ルに関しては検討中でありますが、あくまでも参考

ではありますけれども、現計画の第５次計画では、

ちょうど10年前になりますが、本格的な策定作業が

始まったのは平成20年11月でございまして、最終的

に完成したのは翌年の平成21年６月となっており

ます。当時と現在の財政状況等を含めました赤平市

を取り巻く背景は異なりますけれども、策定作業、

手順等、参考にできるものにつきましては参考にし、

なるべく早い段階でスケジュール案を固め、一定程

度の方向が決まった段階で議会等に対しましてご報

告させていただきたいというふうに考えておりま

す。 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 ただいまの答弁

に対する要望を言わせていただきます。 

 ただいま第５次計画では平成20年11月に本格的

策定業務が始まり、平成21年６月に議決をしたのだ

から、先例もあり、おくれているわけではない旨の

答弁でした。そこで、第４次計画を振り返ってみた

ところ、平成９年８月に市長よりふるさと市民会議

に計画素案を諮問し、10年１月に議決となっており

ます。第５次計画策定がおくれた原因は、当市が平

成18年から20年３月にかけて未曽有の財政危機に

瀕していたところから財政健全化計画策定を最重点

課題としたためであって、いまだ第６次計画に着手

していないことを殊さら正当化できることではあり

ません。さらに、第６次計画策定が12月時点で庁内

調整までいっていないとしたら、第５次計画策定時

以上の大幅遅延をどう説明するのか危惧するもので

あります。 

 それでは、次の質問へ行きます。要旨２、第５次

総合計画執行の過程で生じた新たな行政需要のう

ち、第６次総合計画時に検討するとして持ち越され

た案件を時系列に伺いたい。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 第５次赤平市総合計画で

は、まちづくり重点プロジェクトといたしまして産

業振興、住環境整備、少子化対策の３つを重点プロ

ジェクトとして推進してまいりましたが、何をもっ

て効果があったか、なかったかという部分につきま

しては非常に難しいところでございますけれども、

現在第５次総合計画と並行して推進しております赤

平市しごと・ひと・まち創生総合戦略におきまして

も同様でございますが、人口減少という大きな課題

につきましては残念ながらなかなか歯どめがかかっ

ていないというのが現状でございまして、これらを

十分踏まえた上で第６次総合計画へ反映していかな

ければならないというふうに考えております。 

 また、議員がおっしゃいます新たな行政需要とい

うことに関しましては、10月から11月にかけまして

開催いたしました住民懇談会において行政側から情

報提供し、住民の皆様にご意見を伺ったところであ

ります。地域公共交通のあり方についてもその一つ

であるというふうに考えておりますし、そのほか防

災関係についても多くのご意見を賜ったところでご

ざいます。いずれにいたしましても、さまざまな課

題もございますが、各地域からのご意見、ご要望に

つきましては議員の皆様からも頂戴しており、それ

らを踏まえながら次期計画の策定に取り組んでまい

りたいと考えております。 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 
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〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 ありがとうござ

います。 

 次に、要旨３、平成31年度予算編成は、第５次赤

平市総合計画の総括、検証の上に第６次赤平市総合

計画が策定され、その初年度事業として位置づけら

れるものです。いまだ何の説明もないまま、総合計

画策定のプロセスは提示されていません。納得のい

く説明を求めます。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 総合計画作成のプロセス

についてでございますけれども、当市の第５次赤平

市総合計画では平成30年度までの計画期間でござ

いますので、通常であれば平成31年度から第６次総

合計画がスタートを切るということになります。し

かしながら、これまでもご報告しておりますとおり、

現在取り組んでおります赤平市しごと・ひと・まち

創生総合戦略の現計画の終了年度が平成31年度ま

でとなっておりますので、総合戦略の効果あるいは

課題等も含め次期総合計画等に反映するという考え

のもと、第６次総合計画につきましては平成31年度

に策定業務を行い、平成32年度からスタートいたし

たいと考えているところでございます。 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 赤平市しごと・

ひと・まち創生総合戦略の終了年度が31年度までと

なっており、効果、課題等も含め次期総合計画に反

映するので、総合計画は31年度に策定業務を行い、

スタートは32年度にしたいとのことでした。ただい

まのような乱暴な議会答弁は、周辺市並びに指導機

関である北海道庁や地方創生推進当局から何を考え

ているのかと不信を買うのではないかと危惧するも

のです。報道機関も取材に入っているようですが、

本件について解説つきで市民のもとに届けられたと

きに弁解のしようがないのではないでしょうか。 

 以下再質問いたします。総合計画とは、都市が目

指す将来像を描くとともに、その実現のためのまち

づくりの方向性や主な施策を定めた長期的なまちづ

くり計画で、市政運営の基本方針となり、全ての計

画の最上位に位置づけられると計画されています。

一方、しごと・ひと・まち創生総合戦略は、人口減

少克服、地方創生を目的とし、数値目標や重要業績

評価指標を設定することになっております。さらに、

双方の内容を備えることで総合計画と総合戦略を一

つのものとして作成することは可能であるとされて

います。ただし、市長が言う創生総合戦略の終了年

度が31年度までなので、効果、課題等も含め次期総

合計画に反映し、総合計画は31年度に策定業務を行

い、スタートは32年度とするところは、総合計画に

１年間のブランクを生じさせる正当な理由にはなっ

ていません。 

 ちなみに現行の第５次総合計画策定要綱は、平成

20年11月１日から施行するとされています。何を根

拠に１年間のブランクを可能と判断しているのでし

ょうか。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 総合計画に関します法律

上の根拠についてでございますけれども、これまで

総合計画は議員ご指摘のとおり自治体の最上位計画

として位置づけられてきたところでございます。し

かしながら、成長型から成熟型への転換に加えまし

てグローバル化という社会経済環境の変化によっ

て、長期間の計画そのものの意味が失われてきたと

いうことから、既に平成23年の地方自治法改正で基

本構想の策定義務と議会議決義務に関する規定は廃

止されたところでございます。ただいま申し上げた

とおり、地方自治法の改正によりまして義務づけが

なくなってしまいましたけれども、赤平市といたし

ましては一定の計画策定を行う必要性は存在してい

ると認識しておりますし、また事実自治法の規定が

廃止されても総合計画あるいは実施計画などの名称

で一定期間の計画策定を続けている自治体は多いと

いうふうに考えているところでございます。 

 以上のようなことから、第６次総合計画につきま

しては平成31年度に策定業務を行い、平成32年度か

らスタートいたしたいと考えているところでござい

ます。 



 －62－ 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 ただいまの答弁

に対して意見を申し上げます。 

 国内経済が成長型から成熟型に転換し、グローバ

ル化したから長期計画の意味が失われてきたので、

平成23年の地方自治法改正で自治体の基本構想策

定業務と議会議決の規定が廃止されたと述べられま

した。また、当市は一定の計画策定を行う必要性を

認識しており、一定期間の計画策定を続けている自

治体は多いと考えているので、第６次計画は31年度

に策定し、32年度からスタートしたいとのことでし

た。 

 １、国内経済が1990年代までの成長型から2000

年代以降の成熟型に転換したために総合計画の機能

は様相を全く異にしていますが、長期計画の意味が

失われてきているわけでは全くなく、私の知る限り

そのような解説にはいまだ接していません。むしろ

行政執行上、長期計画策定は実態として一層不可欠

なテーマとされています。1990年代までの成長期に

は、将来人口の増加を目標に掲げ、予算を箱物やイ

ンフラ整備、新規の施策、事業に割り当てる調整機

能が重視され、実施計画事業は計画どおりに進んで

いるのかを測定する執行ベースの進捗管理のみを行

っていれば特段の問題は発生しませんでした。2000

年代以降の成熟期は、財源、職員など地方公共団体

の経営資源の制約が強まり、解決すべき地域課題の

深刻化が同時に進む中で、総合計画は施策の戦略性

が求められ、具体的な効果の観点から優先順位を明

確にし、新規施策等の立案と既存の施策等と比較し

て、中長期で解決すべき政策課題に対して段階的に

目標達成を実現させるシナリオ構築が重要となって

います。国内経済が成長型から成熟型に変容してい

ることによって生ずる総合計画に求められる機能、

役割の変化を掌握し、逐次策定方法、計画内容、マ

ネジメントの見直しが求められています。 

 ２、地方自治法改正による基本構想策定義務づけ

廃止の経緯については、自治体を自立した地方政府

にするための権限移譲の一環として、地方分権改革

の取り組みの中で国から地方への義務づけ、枠づけ

の見直しとして改正されたもので、経済情勢の変化

に伴って長期計画の意味が失われてきたからではあ

りません。 

 ３、議会議決義務に関する規定が廃止されたのは、

政府は議決を義務づけるのではなく、自治体の判断

に委ねられたものであり、二元代表制の建前から今

後とも議会の議決を要することは議論の余地があり

ません。 

 ４、調査資料は、平成28年度に実態調査した全国

の一般市における基本構想策定状況は97.2％、中核

市100％とほぼ100％の自治体が基本構想を策定し

ております。・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・本来の自治法改正趣旨か

ら逸脱して自治法改正に伴う基本構想策定業務と議

会議決の規定が廃止されることをよりどころにし

て、総合計画の策定に着手すべき時期に着手せず、

執行がおくれることによって生じるであろう期待権

侵害と不信感を考慮して誠実な対応を求めるもので

あり、単に怠慢がもたらした結果を乱暴な法解釈で

正当化して進ませず、最短距離で施行に着手するこ

とを期待して私の要望、意見といたします。 

 続きまして、大綱２、件名、赤平市しごと・ひと

・まち創生総合戦略事業について以下質問いたしま

す。中空知圏市町では、地元企業にとって労働力の

供給源として密接な関係を持ってまいりましたが、

近年雇用難が深刻化し、企業活動の継続さえ危ぶむ

状況を呈してきております。そこで、質問いたしま

す。要旨１、現在雇用難を理由として都市部転出に

ついて検討を余儀なくしている企業の動向について

掌握している範囲で伺いたいと思います。 
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〇議長（北市勲君） 商工労政観光課長。 

〇商工労政観光課長（林伸樹君） 雇用難を理由と

した転出について検討している企業の動向について

ということでございますが、雇用の確保が図られな

ければ企業においても雇用の確保が図られる土地へ

の転出を余儀なくされているということは大変危惧

をしているところであり、赤平市しごと・ひと・ま

ち創生総合戦略におきましても企業雇用情報のウエ

ブ版の制作や合同企業説明会、移住定住促進就職祝

金支給事業、奨学資金貸付金返還金免除、学生イン

ターンシップ事業など雇用の確保に努めており、今

年度実施いたしました労働基本調査では新規採用者

数は152名と数値目標を上回っている状況でござい

ます。今現在は各企業から転出を検討しているとい

う情報はございませんが、引き続き雇用の確保に努

めてまいりますので、ご理解いただければと思いま

す。 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 それでは、次の

質問に移ります。 

 要旨２、当市が職業安定所と共同して就業者の誘

導や就業上必要な技術訓練にかかわる支援に加え

て、管外から就業者の転入を促す施策の一つに快適

で格安な住宅提供を含む田舎ならではの福利厚生の

充実が挙げられるが、国や自治体の支援なくしては

企業の努力目標を超えた実現困難なテーマでもあり

ます。昭和43年に赤平が全国で初の適用を受けて、

炭鉱労働者の福利厚生に公的資金が導入され、不良

住宅地区改良法を転用した炭鉱住宅の建てかえがあ

り、炭鉱労働者の住環境が一新した有効な先例があ

ります。雇用難を理由として転出の検討をしなくて

も済むための支援策として、国、道のメニューを活

用して地元企業のプラスになるような施策がないか

どうか、検討してもらえないかどうか質問いたしま

す。 

〇議長（北市勲君） 商工労政観光課長。 

〇商工労政観光課長（林伸樹君） 地元企業にかわ

り福利厚生施設の充実を図る支援措置の検討につい

てということでございますが、赤平市しごと・ひと

・まち創生総合戦略において若者が住みやすい環境

づくりを目指し、民間賃貸住宅に係る建設、リフォ

ーム、土地購入の助成を行うほか、民間賃貸住宅に

移り住んだ方の支援として５年間の家賃助成を行

い、一定の成果が得られるところであります。また、

吉野第一、第二団地の建てかえにつきましても、子

育て世帯の入居も予定をしており、福利厚生施設と

しての一助になるものと考えております。しかしな

がら、民間賃貸住宅につきましては戸数が少ない、

また、公的住宅につきましては所得制限等の制約等

課題もございます。先ほど議員も言われました炭鉱

労働者の受け入れを促した当市の実績もございます

ので、各企業のニーズや、また協力体制も把握した

中で関係課とも協議を行ってまいりますので、ご理

解いただければと思います。 

〇議長（北市勲君） 御家瀬議員。 

〇８番（御家瀬遵君） 〔登壇〕 ただいまの答弁

に対して以下要望いたします。 

 創生総合戦略は、自治体間での知恵比べです。他

市と同じような施策では伍して、生き残り組として

の優位性は見えてこないのではと危惧するもので

す。自転車で通学可能な高校もない。公共交通機関

がどんどん間引きされ、日常生活を送る利便性に応

えていない。医療施設、商業施設の撤退後、地域住

民の絶望的苦悩を和らげる、復旧のための努力がも

たらす余熱すら感じない。近隣市との比較で殊さら

住みづらいリスクの中にあって、唯一当市には優良

企業群の集積があります。急速に過疎化が進む周辺

環境は稼働年齢層の転出を伴い、雇用難に伴う今後

の企業の存続が危ぶまれます。地元企業が縮小、撤

退し出したときは手おくれですし、手の打ちようも

ありません。今すぐ積極果敢な施策の展開が求めら

れています。 

 最後に、ただいま第６次赤平市総合計画並びに赤

平市しごと・ひと・まち創生総合戦略についてそれ

ぞれ今後の策定プラン等について伺いました。総合

戦略事業の項でも述べておりますが、他市と同じよ
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うな施策に甘んじていては伍して、生き残り組とし

ての優位性は見えてきません。また、どのようにす

ぐれた総合計画でも、目指すべき将来像の実現のた

めの方向性や主な施策を定めた長期的なまちづくり

計画がいかに画期的であっても、策定直後から陳腐

化が始まります。今後の有効な施策の展開を心から

望むものであり、二元代表制ですから、計画の策定

から執行に至るまでともに責任を果たしてまいりた

いと思います。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。あり

がとうございました。 

〇議長（北市勲君） 質問順序４、１、高齢者対策

について、２、交通手段の確保について、３、人口

減少対策について、議席番号７番、伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 通告に基づき質

問いたしますので、答弁のほどをよろしくお願いい

たします。 

 大綱１、高齢者対策について、項目１、除雪費の

助成についてであります。除雪の問題につきまして

は、市道等の除雪に関してはおおむねほかの自治体

より強化されており、私自身もそのような声を聞い

ております。しかしながら、住民懇談会や議会懇談

会において、毎年のように除雪問題について市民か

ら多様な声が上がってまいります。除雪につきまし

ては、大変な重労働となり、健康寿命が延びている

とはいえ、高齢者にとっては体力にもかなりきつい

作業となります。現在夫婦ともに75歳以上の家庭は

除雪費助成の該当者となっており、夫婦のどちらか

が75歳未満の場合は該当になっておりません。ま

た、同居の75歳未満の方でも身体的能力の低下によ

り除雪ができない場合は、診断書を提出すれば該当

になるということだったと認識しております。 

 以前も除雪費助成制度の該当基準についての質問

があったと思いますが、その質問に対して、助成額

の充実や助成対象年齢の引き下げなどの要望がある

が、請負業者が不足しており、該当基準を拡大して

も制度を利用できない方がさらに発生することも懸

念される。また、所得水準については該当基準に考

慮されていないことから、本来のあり方についても

あわせて検討していかなければならないと考えてい

るとの答弁をいただいております。 

 除雪費助成制度が実施されて５年が経過しており

ます。除雪に係る経費なども、年々上がっており、

高齢者の金銭的負担が制度創設時よりふえておりま

す。また、生活保護受給者は高齢になっても除雪費

の助成は受けられなく、困っていると、そういう声

も聞いております。このことからも、除雪費助成制

度の該当基準の見直しを含めた制度改善に向けた検

討はされたのかどうかお伺いをいたします。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 除雪費の助成につ

いてお答えさせていただきます。 

 除雪費の助成につきましては、平成25年10月より

高齢者世帯等除雪費助成事業により実施しており、

対象者につきましては現在75歳以上の世帯のみの

高齢者世帯、障害者手帳の等級が１級から３級の世

帯のみの障がい者世帯、要介護世帯、そしてひとり

親世帯となっており、かつ自力での除雪が困難であ

り、支援する親族のいない世帯となっております。

対象者の該当基準につきましては、平成25年10月よ

り実施しておりますが、特に見直しは行っておりま

せんが、診断書の提出につきましては現在原則提出

は求めないこととしております。 

 なお、生活保護を受給している世帯につきまして

は、除雪費について本人や親族、地域の支援では日

常生活に必要な通路、避難路の確保のために必要な

除排雪が困難な場合は、当該除排雪に必要な費用に

ついて特別基準の認定などにより除雪費用の算定が

可能なため、高齢者世帯等除雪費助成事業の対象者

から除外されておりますが、このような場合は除雪

が困難なほか、日常生活に支障があり、施設入所等

の検討も必要と考えておりますことから、担当ケー

スワーカーが対応しているところでございます。 

 高齢者世帯等除雪費助成事業につきましては、高

齢者などの在宅支援の重要なサービスとなっており

ますことから、今後とも持続的に事業が実施できる
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よう、委託先であります社会福祉協議会とも協議を

行っているところでございますので、ご理解いただ

きますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま答弁い

ただきましたけれども、持続的に事業が実施できる

よう、委託先であります社会福祉協議会とも協議を

行っているところでございますとのことですが、私

は該当基準の見直しを含めた制度改善に向けた検討

はされているのかお伺いしております。ただいまの

答弁では現状維持と捉えますが、改善に向けた検討

はされないとの認識でよろしいか、もう一度お伺い

いたします。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 高齢者世帯等除雪

費助成事業につきましては、平成25年10月から実施

し、５年間助成を行ってまいりましたが、同事業要

綱に課税世帯、非課税世帯などの所得要件がなく、

個人、登録事業者等の不足の問題など検討する課題

がありますことから、他市町村の実施状況を参考に

しながら、委託先であります社会福祉協議会にも実

情を伺い、持続的に事業ができるよう研究を行って

いるところでございますので、ご理解いただきます

ようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま答弁で

改善に向けた検討については明確にお答えいただい

ていないように思います。調査研究ということばか

りなので、何度聞いても同じ答弁しか返ってこない

と思いますので要望させていただきますけれども、

先ほども申し上げましたが、除雪費助成制度が実施

され５年が経過しており、除雪に係る経費も年々上

がり、高齢者の金銭的負担は大きくなっており、該

当基準の見直しも含めた制度改革は必要と感じてお

ります。また、生活保護受給者に対しても、ケース

ワーカーの方が訪問などを通じて本人の状況把握を

含め対応しているところだと思いますが、より一層

本人の生活状況を勘案した制度適用について周知を

行っていただき、全ての高齢者の負担が軽減される

よう取り組んでいただきたいと思います。この質問

は、これで終わらせていただきます。 

 続きまして、項目２、運転免許証の返納について

であります。高齢化により車の運転に不安を感じて

いる方が年々ふえており、高齢者による交通事故も

常に報道されております。そのような背景の中、運

転免許証の自主返納が推進されており、運転免許証

の返納の際に助成を行っている市町村もふえてきて

おります。10月の平岸の住民懇談会において、私も

出席しておりましたが、運転免許証の返納に対して

助成制度はないのかという質問や返納後の交通手段

の確保についての質問もありました。その際市長は、

赤平市では助成は行っていないが、財政的な側面も

考えなければならない。行政内でも検討させていた

だきたいと回答しています。 

 平成28年の私の質問に対しては、ある一定程度公

共交通は確保されていると認識している。また、現

状では既存の公共交通機関の減便などの影響や今ま

で運転免許を持っていない方との均衡を図ることも

考慮しなければならないことから、難しいものと考

えておりますので、ご理解をいただきたいという答

弁でした。その後の同僚議員からの運転免許証返納

に対しての質問にも、常に一定程度の公共交通は確

保されているとの答弁であり、返納に対する助成制

度は行う気がないと捉えておりますが、議会での答

弁と住民説明会での答弁は内容が乖離していると思

いますが、現状はどうなっているのか、状況をお伺

いいたします。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 運転免許証の返納

者に対しての助成についてお答えさせていただきま

す。 

 運転免許証の返納につきましては、免許証の有効

期限の前に自主的に返納するものですが、近年返納

者は増加している状況で、赤歌警察署において返納

した方は上昇傾向にありまして、平成29年度は38名

の方が運転免許証を返納しております。返納した方
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の中には運転に不安を感じられて返納した高齢者の

方も一定程度おられると思われますが、反面75歳以

上の高齢運転者は免許証更新時に高齢者講習を受

け、認知機能検査を受け、更新することもできます。 

 当市は、路線バスやＪＲ、タクシー、コープさっ

ぽろのトドック号など一定程度の交通手段は確保さ

れていると判断しているところでございますが、交

通事故減少につながるとの思いで免許証返納高齢運

転者にタクシー券などを免許証返納時に限り助成し

ている市町村もあると認識しております。このよう

な状況のもと、助成制度が誘引となって運転免許証

を返納する高齢運転者が相当程度いらっしゃるの

か、事業効果など課題となりますが、当市におきま

しても運転免許証の返納に対する助成については現

在検討しているところですので、ご理解いただきま

すようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま答弁い

ただきましたけれども、２年前は、既存の公共交通

機関の減便などの影響や今まで運転免許を持ってい

ない方との均衡を図ることも考慮しなければならな

いことから難しいとの答弁でしたけれども、今回は

運転免許証の返納につきましては現在検討している

との答弁でしたので、私は制度創設に向け前向きな

考えであり、進展しているものと理解しましたが、

そのような認識でよろしいのかお伺いをいたしま

す。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 運転免許証返納高

齢運転者にタクシー券などを免許証返納時に限り助

成している市町村もありますことから、当市におき

ましても運転免許証の返納に対する助成については

現在どのような実施方法であれば事業効果が得られ

るかなど検討しているところですので、ご理解いた

だきますようよろしくお願い申し上げます。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 今の答弁でも本

当に前向きで、もう一回ちょっと確認します。理事

者の方、市長でも副市長でもいいのですけれども、

どちらでもよろしいのですけれども、もう一度確認

します。 

 ただいまの課長の答弁で、どのような実施方法で

あれば事業効果が得られるかなど検討しているとい

うことですので、運転免許証返納時の助成について

は私は実施されると理解しましたが、そのように理

解してもよろしいでしょうか。 

〇議長（北市勲君） 副市長。 

〇副市長（伊藤嘉悦君） ただいま担当課長申した

とおりでございますけれども、種々の問題をクリア

しながら実施していきたいということで、前向きに

検討してまいりたいというふうに思っております。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま副市長

のほうからも答弁いただきまして確認しましたの

で、運転免許証返納時の助成につきましては市民か

らの要望も多く、高齢者の交通事故減少にもつなが

ることになると思います。しかし、免許を持ってい

ない方とのバランスもあると思います。高齢者の足

の確保とも密接に関連いたしますので、この後質問

の中で改めて確認をさせていただきたいと思いま

す。免許返納の質問についてはこれで終わらせてい

ただきます。 

 続きまして、ＪＲ根室線の存続問題についてであ

ります。平成28年11月18日に、ＪＲ北海道が当社単

独では維持することが困難な線区についてとして報

道発表がされ、８線区の沿線自治体では国や北海道

とともに路線維持を前提としたＪＲ北海道への支援

を検討していると思われます。北海道と沿線自治体

は、これまで国に対し路線維持の支援などに対する

自治体の支援を地方交付税などによる沿線自治体の

負担を軽減する地方財政措置を求めていたと思いま

すが、先日の新聞報道によりますと、地方財政措置

を見送るとされております。また、道議会の地方路

線問題調査特別委員会で参考人として招致されたＪ

Ｒの島田社長は、当面の収支見通しについて、国の

支援があれば当面の資金ショートは免れる。だが、
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それでも赤字構造が続き、2022年度には資金ショー

トに陥るとの見通しを明らかにしたという新聞報道

もあります。 

 ＪＲ北海道への支援を沿線自治体で行うにも、各

自治体とも厳しい財政状況の中、地方財政措置も見

送られたとすれば支援規模も少なくなることが予想

されますけれども、今後の見通しをどのように考え

ているのかお伺いをいたします。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） ＪＲ根室本線の存続問題

にかかわる今後の見通しについてでございますけれ

ども、ＪＲ北海道の島田社長の説明では、当面の収

支見通しにつきましては、議員ご指摘のとおり国の

支援、つまり2019年から毎年200億円ずつ国の財政

支援を受け、当初の資金ショートは免れる。しかし、

赤字構造は続き、2022年度には資金ショートに陥る

との見通しを明らかにしたところでございます。注

意しなければならない点ですけれども、このＪＲの

試算でございますが、国の財政支援のみを想定した

ものでございまして、北海道と沿線自治体からの財

政支援は入れずにＪＲ北海道では計算しているとい

うものでございます。 

 私どもといたしましては、この島田社長の発言か

らは沿線自治体からの財政支援が経営改善に不可欠

であるという意思表示のあらわれであると受けとめ

ております。また、ＪＲ北海道への沿線自治体から

の財政支援に関連いたします地方財政措置の年内制

度設計が見送られたとする報道につきましては、現

在のところ国、北海道庁等の関係者と協議中、調整

中ということでございまして、最終的な方針ではな

いというふうに認識しております。以上のようなこ

とから、財政的な支援の枠組みにつきましては今後

関係者会議の中で議論されていくものと考えており

ますし、根室本線対策協議会といたしましても議論

を進めているところでございます。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま答弁い

ただきましたけれども、ＪＲ北海道の島田社長は、

国の継続的な支援を受けるためには目に見える経営

改善効果を出していかなければならないと述べられ

ており、徹底したコスト削減や新規事業などによる

収益増に加え、利用者が極端に減った路線の廃止に

取り組む考えを強調しております。しかし、鉄道サ

ービスを維持するためには地域の皆様の支援が不可

欠とも述べ、沿線自治体の支援も訴えているところ

であります。沿線自治体の支援の枠組みも、先ほど

の答弁にもありましたとおり、地方財政措置が見送

られたとする報道も最終的な方針ではないという認

識であると思いますが、極めて不透明な状況であり

ますし、心配しているところであります。 

 また、先月ＪＲ北海道が発表した平成29年度の線

区別の収支状況によれば、北海道新幹線では平成29

年度の営業損益が98億7,700万の赤字で、前年増減

で44億7,000万円の赤字がふえたとなっておりま

す。北海道新幹線だけで毎年100億円近い赤字を出

して本当に大丈夫なのかなと、そのように感じてい

るところでございます。島田社長は、札幌開業する

2030年度以降は高速輸送機能を最大限に発揮し、赤

字解消する方向で進むと考えていると話しています

が、果たしてそこまでＪＲ北海道の体力がもつのか

なという疑問もございます。 

 沿線自治体としては、ＪＲ北海道の経営改善や利

用促進に対し最大限の努力をすることは積極的に取

り組んでいきたいというのが共通の考えであると思

いますけれども、根室本線対策協議会の中で事務レ

ベルの会議など、毎月のように議論されていること

と思います。課題解決に向けた努力を引き続きお願

いして、公共交通、何とか確保していただくという

ことをお願いして、この質問は終わります。 

 続きまして、大綱２、交通手段の確保について、

移動困難者の交通手段についてです。赤平市では、

ＪＲ、中央バス、民間タクシー会社、生協バスなど

の公共交通が市民の足としてあります。ＪＲについ

ては、単独での維持が困難な路線として協議を行っ

ています。また、路線バスについても、赤字路線の

補助金引き下げ問題、一応撤回にはなりましたが、



 －68－ 

2019年度以降に再検討することになっていると思

います。来年には赤字路線である歌志内砂川間の焼

山線の廃線が決定したとの報道がありました。利用

者が減少することにより不採算路線となり、減便や

路線の廃止につながっており、地方公共交通事業の

維持には課題も多くあります。 

 しかし、先ほど答弁いただきましたけれども、運

転免許証を返納した方、あるいは日ごろより公共交

通を利用している方にはなくてはならない移動手段

であると思います。各自治体では、高齢化によりバ

ス停までの移動距離が難しくなってきている移動空

白地域や移動困難者の増加に伴い、公共交通の利用

方法や活用方法について検討し、交通手段の確保に

取り組んでおります。乗り合いタクシーなどの運行

を行って、高齢者への対応をしているところもあり

ます。 

 赤平市においても公共交通問題については同僚議

員からも何度か質問や提案などがありました。その

ときの答弁でも、先ほどの運転免許証返納の助成に

ついての答弁と同じように、一定程度公共交通は確

保されていると答弁されております。また、バス路

線で廃線になった路線についても認識していると答

弁もされ、さまざまな角度から研究していきたいと、

そういう前向きな答弁もいただいております。10月

に行われた住民懇談会では、公共交通に対しての質

問、要望などが幾つかの町内からもありました。過

疎化が進む自治体については、生活の足の確保は喫

緊の課題となっております。移動困難者の交通手段

の確保について、その後協議はされているのかどう

かをお伺いいたします。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 交通の不便な地域の交通

手段の確保についての協議状況についてでございま

すけれども、今年度の住民懇談会の中で地域公共交

通でありますＪＲ、バス、ハイヤー、お買い物バス

についての現状説明と地域の皆様からのご不便な点

や心配なことなどのご意見、ご要望を伺ったところ

であります。それぞれの会場で多かったご意見は、

運転免許証の返納時の助成についてございました。

ほかには、バス停まで遠いので、タクシーを使って

通院しており、買い物も通院のときにしております

とのことでございました。また、お買い物バスもあ

るが、停留所から自宅までの坂道が大変ということ

で、老人クラブに参加するのも大変で、施設入所も

考えているというご意見もございました。住民懇談

会のご意見としては以上のような状況でございます

けれども、私どもといたしましてはこのほかにも住

民懇談会に参加できないことから意見を伝えられな

い方がいらっしゃるのではないかというふうに考え

ているところでございます。 

 今後におきましては、引き続き関係部署などと連

携し、さまざまな角度から地域公共交通の取り組み

について研究してまいりたいと考えております。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 住民懇談会で運

転免許証の返納時の助成についての意見が多かった

というのは、私も認識しております。しかし、住民

懇談会に参加されている方、高齢の方もいらっしゃ

るのですけれども、その方はほとんど車を運転され

て会場のほうに来られております。住民懇談会に参

加できない方の中には、高齢で会館に行くのも大変、

交通手段がないということなどで、そういう理由で

住民懇談会に参加できない方もおられます。議会報

告会でも、参加人数が少ない理由に会場までの交通

手段がないため参加できない人もいるのですという

声を実際聞いております。このように困っている方

の意見が私はまだしっかりと行政に届いていない状

況なのかなというふうに思っております。 

 運転免許証を持っていない方は、今回運転免許証

返納に対しての助成のことは前向きに答弁いただい

たのですけれども、免許証を持っていない方は助成

の対象にもならないということであります。そのよ

うな移動困難者の方たちに対する取り組みについて

は、早急な対応が必要だと私は思っております。何

人もの同僚議員から再三質問があり、そのたびに検

討、研究してまいりたいとの答弁をいただいており
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ますけれども、もうその段階は過ぎているのではな

いでしょうか。本来であれば、もう調査とか、そう

いうことをしていただきたいと。市民からの切なる

声を聞き、早急に議論して取り組んでいただくこと

を強く要望して、この質問を終わらせていただきま

す。 

 続きまして、項目３、公共交通空白時間帯の交通

手段についてであります。これは最初から市長のほ

うに答弁を求めますので、よろしくお願いします。 

 ことしの６月に夜間救急外来診療後の交通確保対

策について私のほうから質問をしております。半年

が過ぎ、私が参加した10月の住民懇談会で同様な質

問がありましたので、再度確認も含め質問をさせて

いただきます。以前に市民から、タクシー会社が午

前２時から７時の間営業していないため、その時間

帯に救急車を呼ぶほどでもないが、病院で診察を受

けたいとき、また飲酒をしているため車を運転でき

ないとき、さらに病院に行くときはタクシーがあっ

たが、帰りには営業していなかったなど、大変困っ

たとの声が上がっていました。 

 そのため、空白時間帯の交通の確保について検討

しなくてはならないのではないかと思いまして、ま

ずあかびら市立病院の事務長にお願いをし、午前２

時から午前７時までのデータをいただき、夜間の救

急外来患者数を調べさせていただきました。その結

果、一月だけのデータではありますが、救急外来を

受診した患者さんは12人で、少数ではあるものの、

受診していることがわかっております。そのときの

質問、この件について質問させていただきましたが、

そのときの答弁では、市内の事業者にとってはタク

シー利用者が少なく、採算が合わない時間帯である

ということや企業努力をお願いしたいところではあ

るが、非常に厳しいと考えているという答弁をいた

だきました。しかし、空白時間帯の交通手段確保を

ぜひ検討してほしいということで、私は具体的な提

案をして終わらせていただいております。 

 今回住民懇談会で市長は、タクシー会社は民間業

者であり、すぐに営業時間等を変更することは難し

い。行政、病院、タクシー会社と検討する場を設け

たい。この場ですぐにお返事するのは難しい。お時

間をいただきたいと回答しております。６月の議会

での私の質問に対し、その後検討はされていなかっ

たのか、また住民懇談会の回答で検討する場を設け

たいと言っておられましたが、その後検討はされた

のかお伺いをいたします。 

〇議長（北市勲君） 市長。 

〇市長（菊島好孝君） ただいまの公共交通空白時

間帯の交通手段についてでございますけれども、10

月９日に開催しました平岸コミセンでの住民懇談会

でのことであるというふうに思います。このときの

ご意見につきましては、タクシー会社は夜中から朝

方にかけて閉まっていると。自宅で運転できる人が

お酒を飲んだ状態で、誰かぐあいが悪くなった場合

にバスもタクシーも呼べない。救急車を呼ぶほどで

もないときどのようにしたらいいかという内容だっ

たというふうに記憶をしてございます。そのご意見

に対する私の答弁につきましては、タクシー会社は

民間事業者だと、だからすぐに営業時間等を変更す

ることは難しいと思いますと。行政、病院、そして

タクシー会社と検討する場を設けたいという、そう

いう内容のことを申し上げたというふうに記憶をし

てございます。 

 そこで、協議の状況についてでございますけれど

も、住民懇談会から２カ月経過しておりますけれど

も、行政内部の調査研究にとどまっておりまして、

現在のところ設置には至っておりませんけれども、

今後設置に向けて必ず努力をしてまいりたいという

ふうに思います。よろしくお願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま市長か

ら答弁いただきましたけれども、行政内部の調査研

究にとどまっているとの答弁内容ですが、実際問題

として人数の多寡はあると思いますが、困っている

市民もいるのが実情だと思います。住民懇談会での

市長の行政、病院、タクシー会社と検討する場を設

けたいとの回答に、市民は検討とかそういう言葉で
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すごく期待をしていると思います。ですから、市民

の期待を裏切ることのないように、これは早急に協

議する場を設け、市民にしっかりと報告できるよう

に実のある議論をしていただけるよう期待しており

ます。この質問はこれで終わらせていただきます。 

 続きまして、大綱３の人口減少対策についてであ

ります。項目１、転出者調査についてであります。

人口減少対策として赤平市でも移住、定住政策など

さまざまな施策が行われております。しかしながら、

平成29年９月より１年間で253名、人口は減少して

おります。その理由として、自然減、社会減があり

ますが、自然減は防ぎようがないと言ったらちょっ

と言葉は悪いですけれども、社会減については検証

する必要があると思っております。転入者より転出

者が増加しているのはなぜなのか把握し、対策をし

ていかなければならないと、このように思っており

ます。前回も平成29年９月に転出者の対応と検証に

ついて質問をしておりますし、同僚議員からも同じ

ような質問があったと思います。前回の答弁で、今

後の人口減少対策をする上で有効な資料となること

から、調査内容について関係する所管と協議検討し

てまいりたいという答弁とアンケート用紙の配付も

含めて協議を進めてまいりたいと考えているとの答

弁をいただきました。その後アンケート調査は行わ

れているのか、また行っているのであれば、結果は

どのような状況なのかお伺いをいたします。 

〇議長（北市勲君） 企画課長。 

〇企画課長（畠山渉君） 人口減少対策に係る転出

者に対する対応と検証についてでございますけれど

も、転出者に対する転出理由等のアンケート調査の

実施につきまして、昨年９月議会にて伊藤議員から

ご提案があったところでございます。昨年の答弁の

中でも申し上げましたけれども、人口減少対策を展

開する上でも有効な資料となることから、調査内容

について関係する所管課と協議検討してまいりたい

旨お答えしたというふうに思います。その後調査項

目等を検討いたしまして、赤平市から転出される方

に対し、平成30年、ことしの10月15日からアンケー

ト調査を実施したところでございます。転出される

37世帯中13件の回答をいただきまして、今月12月５

日現在ですが、集計をいたしました。 

 まず、世帯主の年齢ですが、20歳代が４件、30歳

代が４件、40歳代が１件、70歳代が１件、80歳以上

が３件でございます。転出先の住所でございますが、

札幌市が３件、旭川市が１件、滝川市が２件、芦別

市が２件、その他道内が３件、道外は２件というふ

うになっております。転出される主な理由でござい

ますけれども、仕事の都合が一番多く８件、次いで

住宅の都合、これは持ち家の購入ですとか広さの関

係というふうに思いますけれども、これらが２件、

結婚、そして介護、それからその他という項目です

が、それぞれ１件ずつでございます。また、赤平市

で暮らしやすいというふうに思われたものはという

項目でございますけれども、自然が多いというのが

一番多く８件、近所づき合いがよいというのが４件、

まちが安全で安心して暮らせるというのが３件、ま

ちのイメージがよいというのが２件、福祉の充実が

２件、通勤、通学がしやすいというのが１件、住宅

条件がよいというのが１件となっております。これ

に対しまして、赤平市の不満だった点はという項目

では、買い物など日常生活が不便というのが一番多

く８件、住宅条件がよくないが５件、医療体制が整

っていないが４件、通勤、通学が不便というのが２

件、道路などの都市基盤の整備がよくないというの

が２件、福祉が充実していないというのが１件、そ

してまちのイメージがよくないというのが１件でご

ざいます。 

 全体を通しまして赤平市に住んで満足をしたのか

どうかということにつきましては、真ん中というふ

うになりますけれども、普通というのが一番多くて

８件、満足しているというのが３件、どちらかとい

えば満足というのが１件、不満足というのが１件と

いうふうになっております。次に、もし機会があれ

ば赤平市にもう一度住みたいと思うかという質問に

ついては、わからないというのが一番多くて７件、

住みたいというのが３件、地域課題が改善されれば
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住みたいというのが２件、住む気はないというのが

１件となっております。 

 以上のような結果となりましたけれども、赤平市

の不満だった点は買い物などの日常生活が不便とい

うものが最も多く８件、住宅条件がよくないという

のが５件というふうに続いておりまして、今後の課

題となりますけれども、これらも踏まえまして人口

減少対策に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

〇議長（北市勲君） 伊藤議員。 

〇７番（伊藤新一君） 〔登壇〕 ただいま答弁い

ただきましたけれども、転出者に対するアンケート

は10月15日から実施されていると、そういうふうに

確認しました。人口減少対策の一環として新たな取

り組みがなされたのではないかなと私のほうで確認

させていただいております。しかし、今回のアンケ

ートは12月31日までの２カ月半で終了することと

なっていると思います。37件の転出に対し13件の回

答をいただいておりますけれども、実際２カ月で37

件、本来多いのかなと。逆に、13件の回答をいただ

いて、検証するにはちょっとデータが不足している

のではないかなというふうに感じております。ただ、

これは、本来転出者が少なければ当然データが少な

くなることで、転出者が少ないということはイコー

ル赤平が住みやすいという解釈にもなるのかなと私

なりに捉えております。 

 アンケート調査の結果、少ないデータではありま

すけれども、買い物など日常生活の不便なこと、住

宅条件、医療体制などへの不満が多くあったと思い

ます。せっかくアンケート調査を実施したのであり

ますから、関係各所でこの結果を共有し、今後の人

口減少対策に生かしていただきたいと思います。当

市においても人口減少対策は最重要課題であると思

いますので、今後も対策の一環としてアンケートな

どによる転出者の調査、検証の実施をお願いしたい

と思います。 

 以上で私の質問は終わらせていただきます。 

〇議長（北市勲君） 質問順序５、１、財政運営に

ついて、２、幼児教育の無償化について、議席番号

６番、向井議員。 

〇６番（向井義擴君） 〔登壇〕 通告に従いまし

て質問させていただきますので、答弁のほどよろし

くお願いいたします。 

 大綱の１、財政運営について、①、実質単年度収

支、経常収支比率の改善について。29、30年度と悪

化しているが、これからの見通しについてはどう取

り組んでいくのかお聞きしたいと思います。29年度

決算の総括でも同僚議員が質問いたしましたけれど

も、それから３カ月近くたつわけですが、どのよう

に実質単年度収支、経常収支比率の改善についてご

検討されていこうとしているのかお伺いいたしたい

と思います。 

 赤平市の財政を見ますと、経常収支比率が26年度

が97％、27年度が96.3、28年度が98.4でありました

けれども、29年度は101.1％になっております。単

年度収支も28年度以前は黒字であり、基金として積

み立ててきたわけでありますが、29年度は実質収支

も赤字になっております。財政が硬直している中で

政策的にやりたいことをすれば、単年度収支が悪化

し、基金を取り崩さなければならなくなるという悪

循環に陥ります。赤平市の財政については、一度は

健全財政運営に戻ってきたのではないかと思います

けれども、実質単年度収支、経常収支比率の改善を

通じてなされてきたものだと思います。しかしなが

ら、公表されております各市町村の決算財政の表を

見ますと、近隣の旧産炭地市町村と比較してもやは

りまだ追いついていないというか、よい状態ではな

いと思うわけであります。 

 近年それぞれ政策的な部分でＡＫＡＢＩＲＡベー

スであるとか、炭鉱遺産ガイダンスなど、国の補助

事業などを活用した事業をしていることにより運営

のための経常経費などで徐々に財政運営がきつくな

って、単年度収支であるとか経常収支比率の悪化に

なっていくのではないかというふうに思います。ま

た、財政運営は単年度の収入を図って、それをきち

んと消化していくということでありますけれども、
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それをいかに効率的にし、支出を抑えて健全な財政

運営をしていくということを常に考慮しながら市の

財政運営をしていかなければならないと思うわけで

すが、その点についてどのようにお考えなのかお聞

きしたいと思います。 

〇議長（北市勲君） 財政課長。 

〇財政課長（尾堂裕之君） 実質単年度収支、経常

収支比率の改善についてお答えいたします。 

 平成29年度決算において普通会計決算ベースの

実質単年度収支は２億6,017万5,000円、約２億

6,000万円の赤字となり、財政構造の弾力性を示す経

常収支比率は101.1％で、前年度に比べ2.7ポイント

上昇しました。その主な要因として、実質単年度収

支は平成28年度決算時に１億3,500万円を減債基金

に積み立てたこと、また除排雪経費が平成28年度決

算と比較して約9,800万円増加したことによるもの

で、経常収支比率についても除排雪に係る経費が増

加したためであります。 

 経常収支比率を改善するには、歳入の経常一般財

源を増加させること、あるいは歳出の経常経費充当

一般財源を減少させることのいずれか、またはその

両方が必要となります。歳入の経常一般財源の約75

％を占めるのは普通交付税であることから、将来に

向かって増加させることは困難であるため、歳出の

経常経費充当一般財源を計上させることが必要とな

り、中でも割合の高い人件費、病院会計や一部事務

組合への負担金、各種団体への補助金、ふるさと納

税の返礼品等の経費である補助費等及び公債費を減

少させるためには、機構の見直しによる人件費の抑

制、事業の精選による借入額の抑制などの方策が考

えられますが、いずれも短期間で改善することは困

難で、ある程度の期間は必要と考えております。ま

た、財政運営上、実質単年度収支黒字化は最重要な

ことでもあり、当初より財政調整基金を約５億6,000

万円取り崩している平成30年度決算での黒字化は

現在のところ困難とは考えられますが、なるべく早

い年度で黒字化できるよう努めてまいりたいと考え

ておりますので、ご理解いただきますようお願い申

し上げます。 

〇議長（北市勲君） 向井議員。 

〇６番（向井義擴君） 〔登壇〕 災害とも言える

大雪の除排雪費であるとか、財政調整基金から用途

が限定される減債基金等への積みかえということは

理解できる部分でありますけれども、財政当局の立

場ではやはり実質単年度収支、経常収支比率の悪化

に憂慮されて、何とか改善したいというふうに考え

ているというふうに理解いたしたいと思いますが、

短期間で難しいということでありますけれども、30

年度もその傾向が続くということでありますから、

31年度、32年度の見通しはどうなのか心配でありま

す。一刻も早い取り組みが必要ではないでしょうか。

取り組みがおくれればおくれるほど悪化が進むとい

うことになります。これらは、多くの市民が最近新

しい事業や公共投資が進められているということに

ついて憂慮している意見もあるのが現実であります

し、健全化を進めるに当たっては財政当局でなく全

庁的な職員への意識改革を進めて、ちりも積もれば

山となるということがありますので、ぜひとも職員

全体の意識として取り組まれるということを望みた

いと思います。 

 また、ＰＤＣＡサイクルを利用するといいますか、

全ての事業に対して財政的効果であるとか、効率化

であるとか、そういうものをいま一度見直す必要が

あるのではないかと思います。たまたまこれから来

年度予算編成時期に入るわけですけれども、来年度

予算は統一地方選挙の影響で骨格予算から始まるわ

けでありまして、通常年よりも細部にわたる予算編

成については時間がある程度あるわけでありますか

ら、ふだんできないきちんとした予算の見直しに関

して検討する時間的余裕があると思いますので、ぜ

ひとも健全財政化に向けた取り組みというのはどう

あるべきかということも含めて職員の皆様方とそれ

ぞれ十分論議したり、検討することが必要ではない

かと思います。 

 今同僚議員などや市民から非常に切実な市民の福

祉や行政のサービス向上のための要求や提案があり
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ますけれども、市長もやりたい事業もできない。こ

れも全て財政運営の健全化がないから、検討すると

いう答弁に終わるだけでないかというふうに思って

おりますので、第一義にこれに取り組まれるという

ことを要望いたして、この質問を終えたいと思いま

す。 

 次に、２番目に幼児教育の無償化についてお伺い

いたします。大綱の２の幼児教育の無償化について、

①、無償化による影響ということで、軽減される現

在の利用者負担額と市の負担額についてを聞きたい

と思います。2019年度の10月から幼児教育の無償化

ということで発表されておりましたが、赤平市にお

いてその無償化による影響というか、利用者の負担

などがどのように軽減されるのかお聞きしたいと思

います。平成30年度の予算でいいますと、幼稚園費

がおよそ1,600万円余りで、特定財源を引くと一般財

源で1,380万円余り、また福祉予算における保育所の

費用は8,100万円出されておりますが、それぞれ利用

者である親から集める負担は幾らぐらいになってい

るのか、またそれぞれ独自に赤平市で負担軽減とし

て出している費用は幾らぐらいになるのかお聞きし

たいと思います。福祉と学校教育の分がありますの

で、それぞれお答えをお願いしたいと。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 福祉の部分でお答

えしたいと思います。無償化による影響についてお

答えさせていただきます。 

 幼児教育の無償化については、新しい経済政策パ

ッケージ及び経済財政運営等改革の基本方針2018

において閣議決定され、消費税引き上げ時の来年10

月からの実施を目指すこととされております。ご質

問の幼児教育無償化に伴い軽減される現在の利用者

負担額ですが、保育所については平成30年度の利用

者の負担額、平成30年度の保育料の収入見込みとな

りますが、当市が子育て支援や少子化対策として保

育料を国の基準の50％減額及び原則小学校就学前

児童の兄弟姉妹が保育所にいる場合の第２子以降を

無償化しておりますことから、およそ1,250万円とな

り、それに対する市の負担額は、多子世帯の保育料

の軽減支援に係る北海道の補助金を活用する予定で

すが、1,560万円程度となる見込みとなっておりま

す。また、無償化された場合には、無償化の対象が

３歳児から５歳児までの全ての子供と２歳児以下に

つきましては住民税非課税の世帯の予定となってお

りますことから、年間の保育料収入につきましては、

平成30年度ベースではありますが、320万円程度と

なり、それに対する市の負担額は2,490万円と現在の

ところ見積もっているところでございます。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） 幼稚園についてお答

えいたします。 

 赤平幼稚園に現在在籍している園児がこのまま推

移した場合、本年度の幼稚園保育料の収入見込み額

は通常保育料として約212万円、預かり保育料とし

て約57万円となっており、保護者負担額は合計で約

269万円の見込みとなっており、全てが来年10月よ

り無償化となる予定であります。また、本市の幼稚

園保育料を国の基準に当てはめた場合、合計で約

703万円となりますことから、差額分、約434万円が

市の負担軽減額となるところであります。 

 以上です。 

〇議長（北市勲君） 向井議員。 

〇６番（向井義擴君） 〔登壇〕 お聞きしますと、

かなり保護者の負担が軽減されると、全体の費用で

3,000万円を超えるということでありますけれども、

その大半が市の持ち出しといいますか、市の軽減分

であるというふうに思います。また、全額国費負担

というのが半年余りで、その後は消費税の増税分の

市町村分から賄わせるということでありますけれど

も、赤平市の現在の消費税の配分の比率からいって

10％に増税されたときの見込み額でこの親や市の

負担額がきちんと賄われるのか、さらに軽減されて

いるそれぞれの保育料の負担分を賄えるのか不安で

あります。また、市長もご承知のとおり、全国市長

会においても、この幼児教育の無償化について国の

責任において財源を確保して全額国費で実施すると
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いうことであったわけで、半年後に地方に転嫁する

ということには反対であるということが11月の全

国市長会で表明されておるわけであります。幼児教

育無償化に係る経費は一時的なものではなく、継続

的に保育関連の経費が増大するということになり、

保育以外の自治体が行うべき政策に影響が出るとい

うふうに言われております。 

 そこで、②の幼児教育にとって無償化より優先す

る課題についてお聞きしたいと思います。幼児教育

無償化も検討が必要でありますけれども、現状では

保育所や幼稚園における職員の待遇改善や質の高い

幼児教育のための方策も必要とされますけれども、

第一に優先されるべきではないかというふうに思い

ます。国は、消費税が10％になるとその増税分は自

治体にも配分されます。その分で自治体も無償化の

費用を負担できるだろうと言っているわけですけれ

ども、そもそも消費増税は財政の立て直しや少子高

齢化して増加していく社会保障の財源とするために

実施するものとされてきたわけであります。各市町

村からすれば、国が勝手に決めた幼児教育無償化に

用途を指定されるというのは理不尽なことであると

いうふうに理解している市町村が大半だというふう

にお伺いしております。 

 赤平市でも福祉の現場では待機児童の解消に努

め、保育士の処遇改善を進め、子供のための最善の

保育の質を向上させるべくご苦労されておるところ

であると思いますけれども、無償化より優先される

課題についてどのようにお考えなのかお聞きしたい

と思います。 

〇議長（北市勲君） 社会福祉課長。 

〇社会福祉課長（野呂道洋君） 無償化より優先す

る課題についてお答えさせていただきます。 

 保育所のほうになりますが、国が推し進める幼児

教育の無償化につきましては、生涯にわたる人格形

成の基礎を培う幼児教育の重要性や幼児教育の負担

軽減を図る少子化対策の観点などから取り組まれる

ものとなっております。赤平市しごと・ひと・まち

創生総合戦略では、人口減少対策として保育料の軽

減など子育て支援を行い、子育て環境を整え、出生

数の増に結びつくよう取り組んでおります。幼児教

育無償化により、保育所を新たに利用する児童数な

どの推移を把握しながら、保育の質が低下しないよ

う、また保育の必要な児童が全て保育所を利用でき

るよう取り組むことがさらに必要であり、最優先課

題と考えておりますので、ご理解いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

〇議長（北市勲君） 学校教育課長。 

〇学校教育課長（大橋一君） 幼稚園についてお答

えいたします。 

 赤平幼稚園は、正職員５名、嘱託職員１名、臨時

職員５名の11名体制となっております。なお、待遇

改善についてでありますが、昨年８月に臨時職員の

うち幼稚園教諭の賃金単価が大幅に引き上げられた

ところであります。また、このたび社会福祉課が実

施した認定こども園に関するアンケートの調査結果

を見ますと、幼稚園教育の充実を求める保護者の方

々のご意見がありましたことから、現在幼稚園で取

り入れている外国語指導助手による英語になれ親し

むという教育を継続するとともに、改訂された幼稚

園教育要領にのっとり、園児の発達、興味、関心を

十分理解し、幼稚園の運営に努めることが最優先と

考えておりますので、ご理解賜りますようお願い申

し上げます。 

〇議長（北市勲君） 向井議員。 

〇６番（向井義擴君） 〔登壇〕 私たちもそれぞ

れ幼児教育の無償化ということは常々訴えてまいり

ましたけれども、それは今日本の国や地方自治体に

おいていかに出生率を上げ、少子高齢化を避けるか

ということからであり、これは生まれてから義務教

育が終わるまで社会と国の責任であるということで

なければならないと思うわけで、今国が進めようと

している幼児教育の無償化には少し違和感を覚える

ところであります。また、先ほど社会福祉課が実施

した認定こども園に関するアンケート調査結果を見

ましても、無償化の前にやってほしい安心して子供

を預けられる環境、安心して子育てできる事業とい
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うのがまだまだあるわけであります。同僚議員の質

問もありますように、保育関連には非常に大きな要

望が山積しておるわけでありまして、消費増税に賛

成してはおりませんが、実施されるとすれば、増税

の当初の目的であります財政の再建やふえ続ける福

祉予算へきちんと充当されて、使われるようなこと

を期待し、念じて今回の質問に至ったわけでありま

す。 

 丁重な答弁ありがとうございました。以上で質問

を終わらせていただきます。 

                       

〇議長（北市勲君） 以上をもって、本日の日程は

全部終了いたしました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

（午後 ２時３３分 散 会） 
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